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野田市情報公開条例の解釈及び運用の手引改正案新旧対照表

改 正 案 現 行

(目的)

第１条 この条例は、市民の知る権利の理念にのっとり、行政文書の

開示を請求する市民の権利及び情報公開の総合的な推進に関し必

要な事項を定めることにより、行政運営の公開性の向上を図り、

もって市行政の諸活動を市民に説明する責務が全うされるように

するとともに、市民の市政に対する理解と信頼を深め、市民による

行政の監視と参加を一層促進し、公正で民主的な市政の発展に寄与

することを目的とする。

(目的)

第１条 この条例は、市民の知る権利の理念にのっとり、行政文書の

開示を請求する市民の権利につき定めることにより、行政運営の公

開性の向上を図り、もって市行政の諸活動を市民に説明する責務が

全うされるようにするとともに、市民の市政に対する理解と信頼を

深め、市民による行政の監視と参加を一層促進し、公正で民主的な

市政の発展に寄与することを目的とする。

【摘要】

本条は、この条例の目的を明らかにしたものであり、この条例の解釈

の指針となるものである。各条文の解釈及び運用は、常に本条に照らし

て行わなければならない。

市民の市政に対する理解と信頼を深めるためには、行政文書の開示の

請求を待たずして、市民に役立つ情報や市の施策や事業に係る情報を市

報やホームページ等を通じて迅速かつ分かりやすく発信することが重要

である。

市行政の諸活動を市民に説明する責務が全うされるよう、情報の提供

の重要性を意識して日々の職務に当たること。

【趣旨】

本条は、この条例の目的を明らかにしたものであって、条例全体の解

釈の指針となるものである。したがって、各条項の解釈及び運用は、常

に本条に照らして行わなければならない。

【解釈・運用】

１ 「行政文書の開示を請求する市民の権利」とは、「知る権利」を具

体化したものであり、市が保有する行政文書の閲覧又は写しの交付

（以下「開示」という。）を請求することができる市民の権利をいう。

この開示請求権は、直接憲法から導き出されたものではなく、あく

までこの条例によって創設された権利である。

参考

「情報公開法制の確立に関する意見」抜粋 平成８年１２月１６日

行政改革委員会「知る権利」については、憲法学上、国民主権の理念

を背景に、表現の自由を定め憲法第２１条に根拠付けて主張されるこ

とが多い。この主張は、表現の自由は、国民が広く思想や情報を伝達

し、またそれを受け取る自由のみならず、政府が保有する情報の開示

を求める権利（政府情報開示請求権）をも含むという理解であり、こ

の場合、後者が特に「知る権利」と呼ばれている。このような理解に

立つ場合でも、「知る権利」は基本的には抽象的な権利であるにとど

まり、法律による制度化を待って具体的な権利となるという見解が有

力である。
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また、最高裁判所の判例においては、請求権的な権利としての「知

る権利」は認知されるに至っていない。

２ 「市行政の諸活動を市民に説明する責務が全うされる」とは、民主

主義の健全な発展のために、市政を信託した主権者である市民に対

し、行政を担当している市の機関がその諸活動の状況を具体的に明ら

かにし、説明する責務（説明責任）を全うする制度を整備することに

より、市政の遂行状況に対する市民の的確な認識と評価が可能とな

り、市政に関する市民の責任ある意思形成が促進されることが期待で

きるとするものである。

３ 「市民の市政に対する理解と信頼を深め、市民による行政の監視と

参加を一層促進し、公正で民主的な市政の発展に寄与する」とは、市

民に行政文書の開示請求権を認め、情報公開制度を充実させることに

より、開かれた市政、すなわち一層公正で民主的な行政運営を実現し、

行政に対する市民の理解と信頼を深め、市民の市政への参加の促進を

図り、ひいては地方自治の本旨である住民自治の実現に寄与しようと

する条例の究極の目的を明らかにしたものである。

４ 情報公開制度は、市民には行政文書の開示を請求する権利を付与

し、行政を担当している市の機関には、市民からの請求に応じて、そ

の保有する行政文書の開示を義務付けるところに意義がある。しか

し、公開の対象が行政文書そのものであり、必ずしも市民にとって分

かりやすいものではないこと、さらに請求者にのみ開示されるため、

広報的効果は期待できないことなどに制度上の限界がある。

一方、情報の提供は、市が市民にとって有用と認めた情報を、広報

等の媒体を通じて積極的に提供するものであり、市政に関する分かり

やすい情報を、迅速かつ容易に得られるようにするものである。

このように、行政文書の開示請求権制度と情報提供は、それぞれ異

なった機能を担いながらも、相互に補完し、補強しあって、一体となっ

て情報公開を推進することにより、地方自治の理念に基づく市政の発

展に寄与するものである。

（定義）

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。

（定義）

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。
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(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、

公平委員会、農業委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業管

理者、消防長及び議会並びに野田市土地開発公社（以下「土地開

発公社」という。）をいう。

(2) 行政文書 実施機関の職員（土地開発公社にあっては、役員

を含む。以下この号において同じ。）が職務上作成し、又は取得

した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記

録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的

に用いるものとして、当該実施機関が保有しているもの（地方自

治法（昭和22年法律第67 号）第244条の 2第 3項に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）に公の施設の管理を行

わせる場合にあっては、指定管理者の職員が当該管理の業務上作

成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録であって、当該指

定管理者の職員が当該管理の業務上組織的に用いるものとして、

当該指定管理者が保有しているものを含む。）をいう。ただし、

次に掲げるものを除く。

ア 一般に容易に入手することができるもの又は一般に利用す

ることができる施設において閲覧に供されているもの

イ 図書館等において歴史的若しくは文化的な資料又は学術研

究用の資料として特別に保有しているもの

(3) 開示 閲覧に供し又は写しを交付することをいう。

【摘要】

「行政文書」には、起案文書などの文書だけでなく、パソコンに保存

されているデジタルデータも対象となる。

○ 行政文書に該当しないもの

⇒ 起案の準備のために担当職員が作成中のデジタルデータ

○ 行政文書に該当するもの

⇒ 担当職員が業務メモとしてパソコンに保存しているものである

が、複数の職員が事務の参考とするために利用するデジタルデータ

◎ 指定管理者が指定管理業務のために作成又は取得した文書等は、指

定管理者が行政事務のために作成又は取得した文書等であるから、行

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、

公平委員会、農業委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業管

理者、消防長及び議会並びに野田市土地開発公社（以下「土地開

発公社」という。）をいう。

(2) 行政文書 実施機関の職員（土地開発公社にあっては、役員

を含む。以下この号において同じ。）が職務上作成し、又は取得

した文書、図画、写真、フィルム、磁気テープその他規則で定め

るものであって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとし

て、実施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるも

のを除く。

ア 一般に容易に入手することができるもの又は一般に利用す

ることができる施設において閲覧に供されているもの

イ 公文書館等において歴史的若しくは文化的な資料又は学術

研究用の資料として特別に保有しているもの

(3) 開示 閲覧に供し又は写しを交付することをいう。

【趣旨】

本条例で用いられる「実施機関」「行政文書」「開示」について、そ

の定義を定めたものである。

【解釈・運用】

第１号

１ 情報公開制度の目的を達成するためには、広く市全体として制度の

実施に取り組む必要があることから、行政文書の管理について独立し

た権限を有する機関を実施機関とした。

このことから、地方自治法上の執行機関（市長、行政委員会及び監

査委員）の他、水道事業管理者、消防長及び議会並びに野田市土地開

発公社を実施機関としたものである。

２ 附属機関は、実施機関の補助機関ではあるが、実施機関そのもので

はない。

３ 市が出資している法人等（野田業務サービス株式会社、株式会社野

田自然共生ファーム、一般財団法人野田市開発協会、公益社団法人野

田市シルバー人材センター及び社会福祉法人野田市社会福祉協議会）

は、本市とは別の法人格を有する団体であり、市の機関でないことか

ら、実施機関には含まれない。
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政文書である。

⇒ 当該行政文書は、指定管理期間においては、市が閲覧、移管、廃

棄等の権限を有しており、又、開示請求の対象となったときには、

市から指定管理者に対して提出を命ずる。また、指定管理終了後は

市に返却されるものであるから、行政文書の管理には留意すること。

◎ 「図画」には、写真やフィルムが含まれる。

「電磁的記録」には、磁気テープや光ディスクなども含まれる。

○ 市報、広報用資料等のように各世帯に配布され、又は所定の窓口に

備え置かれているものや一般に販売されている書籍など、一般にその

内容を容易に知り得る状態のものについては、開示請求の対象とする

必要はないため、行政文書から除かれている。

また、実施機関が図書館等において歴史的若しくは文化的な資料又

は学術研究用の資料として特別に保有しているものは、貴重な資料の

保存、学術研究への寄与等の観点から、それぞれ定められた公開の範

囲、手続等の基準によるものとし、行政文書から除かれている。

第２号

１ 開示請求の対象

開示請求権制度は、実施機関の保有する情報を処理又は加工して国

民に提供するのではなく、あるがままの行政運営に関する情報を国民

に提供するものであるから、本条例では、開示請求の対象を、情報が

一定の媒体に記録されたもの（文書）とすることとした。

また、文書の媒体の種類については、情報・通信システムの進展を

も踏まえ、幅広くとらえる必要がある。本条例では、紙を素材とする

文書のみならず、フィルム、磁気テープについて例示するとともに、

その他の媒体、例えば磁気ディスク、光ディスク等についても、実施

機関の実情に則して対象文書とすることができるようにするため、こ

れらを規則で定めることとした。

２ 対象文書の範囲

情報公開の目的からすると、行政の諸活動を説明するために必要十

分な範囲で、開示請求の対象となる文書を的確に定める必要がある。

この見地からは、決裁、供覧等の文書管理規程上の手続的要件で対象

文書の範囲を画することは、必ずしも適切でない。他方、組織として

業務上の必要性に基づき保有しているとは言えないものまで含める

ことは、条例の目的との関係では不可欠なものでなく、条例の的確な

運用に困難が生じたり、適正な事務処理を進める上での妨げとなるお

それもある。このため、本条例では、開示請求の対象の範囲を実質要

件により画することとし、実施機関の職員が組織的に用いるものとし

て、実施機関が保有しているものとした（第２条第２号本文）。

「当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、実施機関が保

有しているもの」とは、作成又は取得に関与した職員個人の段階のも

のではなく、組織としての共用文書の実質を備えた状態、すなわち、

当該行政機関の組織において業務上必要なものとして利用及び保存さ

れている状態のものを意味する。したがって、職員が自己の執務の便

宜のために保有する正式文書と重複する当該文書の写しや職員の個人

的な検討段階にとどまる資料等は、これに当たらないこととなる。

３ 対象文書から除外されるもの

上記の文書の中には、開示請求権制度の対象とする必要がないも

の、又はその性質上対象とすることが適当でないものがある。
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例えば、市報、広報用資料等のように各世帯に配布され、又は所定

の窓口に備え置かれているなど、一般にその内容を容易に知り得る状

態であれば本制度の対象とする必要はない。このようなことから、一

般に容易に入手することができるもの又は公文書館等において歴史

的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別に保有し

ているものを、開示請求の対象から除くこととした（第２条第２号た

だし書）。したがって、公文書館等又は一般の実施機関が保有してい

る文書の中には、作成又は取得から長期間が経過しているものもある

が、それだけでは、開示請求の対象から除かれることにはならない。

４ 「行政文書」とは、実施機関の職員が「職務上作成し、又は取得し

た」ものでなければならない。実施機関の職務の遂行者として、公的

立場において作成し、又は取得したという意味である。

「職務」には、国等が法律又はこれに基づく政令により、実施機関

に委任した事務（機関委任事務）及び地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１８０条の２又は第１８０条の７の規定により他の実施機

関から委任を受け、又は他の実施機関の補助執行として処理している

事務を含むものである。

なお、実施機関の職員が作成した文書であっても、県、公社、協会、

社会福祉協議会に出向又は派遣されている職員が、当該団体の職務と

して作成した文書は「行政文書」に含まれない。

５ 「文書」とは、①文字又はこれに代わるべき可読的符号（点字、速

記用符号など）を用いて、②特定人の意思的表示、思想、事実判断が、

③ある程度永続すべき状態 において、④ある物体（紙、木等）の上

に表示されているものをいう。

「文書」の具体的な例としては、起案文書、供覧文書の他台帳、カー

ド、帳票などがある。

６ 「図面」とは、本質的には「文書」と同じであるが、「文書」が文

字又はこれに代わるべき符号による表示であるのに対し、象形を用い

て表示したものをいう。

「図面」の具体的な例としては、地図、設計図などがある。

７ 「写真」とは、ネガフィルム等から焼き付けされたものをいう。

８ 磁気ディスク、光ディスク、ＣＤ－ＲＯＭなどの記録媒体は、「行

政文書」に含まれる。
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９ 「実施機関の職員」とは、一般職、特別職又は常勤、非常勤を問わ

ず、第１項に規定する実施機関に所属する全ての職員を指す。

（開示請求権）

第３条 次の各号に掲げるものは、この条例の定めるところにより、

実施機関に対し、行政文書の開示（第５号に掲げるものにあっては、

そのものの有する利害関係に係る行政文書の開示に限る。）を請求

することができる。

(1) 市内に住所を有する者

(2) 市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

(3) 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者

(4) 市内に存する学校に在学する者

(5) 前各号に掲げるもののほか、実施機関が行う事務事業に利害

関係を有するもの

（開示請求権）

第３条 次の各号に掲げるものは、この条例の定めるところにより、

実施機関に対し、行政文書の開示（第５号に掲げるものにあっては、

そのものの有する利害関係に係る行政文書の開示に限る。）を請求

することができる。

(1) 市内に住所を有する者

(2) 市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

(3) 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者

(4) 市内に存する学校に在学する者

(5) 前各号に掲げるもののほか、実施機関が行う事務事業に利害

関係を有するもの

【摘要】

第５号

開示を請求する行政文書と実施機関が行う事務事業に利害関係を有

するか否かの判断に当たっては、次の事項を参考とすること。

要件 具体例

一定の事実が市内に存在す

るため、市の行政に利害関係を

有する状態が継続して生じ、又

は生ずることが確実に予測さ

れることにより、当該利害関係

に係る行政文書の開示を請求

するもの

① 市内に土地又は建物を所有

している者が、当該土地又は

建物に関連する土地利用、都

市計画、道路、環境、災害対

策等の行政に係る行政文書の

開示を請求する場合

② 市内の学校に児童又は生徒

を通学させている保護者が、

市の教育行政に係る行政文書

の開示を請求する場合

③ 市の施設の利用者が、当該

施設に係る行政文書の開示を

請求する場合

隣接市町に居住し、市の行政 市の行政により居住環境に直

【趣旨】

本条は、行政文書の開示請求をできるものの範囲を定めたものである。

【解釈・運用】

１ 「市内に住所を有する者」とは、原則として、市内に生活の本拠を

有する者をいい、必ずしも住民登録又は外国人登録をしているものに

限らない。

２ 「市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体」と

は、市内に本支店、営業所、その他事務所又は事業所を有する個人及

び法人をいう。

３ 「その他の団体」とは、自治会、消費者団体、商店会、ＰＴＡ等の

法人格を持たない団体をいう。

４ 「市内に存する事務所又は事業所に勤務する者」とは、市内の事務

所又は事業所に勤務している自然人をいう。

５ 「市内に存する学校に在学する者」の「学校」とは、学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学等、同法第１２４条に

規定する専修学校、同法第１３４条に規定する各種学校の他、職業能

力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１６条及び第２５条に規

定する職業訓練施設等をいう。

６ 「実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの」とは、実施機
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により生活に影響を受けるな

ど市の行政に利害関係を有し、

又は有することが確実に予測

されることにより、当該利害関

係に係る行政文書の開示を請

求するもの

接影響を受けている隣接市町の

居住者が、当該居住地域に関連

する清掃環境行政等に係る行政

文書の開示を請求する場合

市が行う公法行為、私法行為

等により市の行政に利害関係

を有し、又は有することが確実

に予測されるため、当該利害関

係に係る行政文書の開示を請

求するもの

① 市が行った行政処分によ

り、自己の権利、利益等に直

接影響を受けた者が、当該行

政処分に係る行政文書の開示

を請求する場合

② 市との契約により、自己の

権利、利益等に直接影響を受

けた者が、当該契約に係る行

政文書の開示を請求する場合

市内における災害等の発生

のため被害を受けたことによ

り、臨時的に市の行政に利害関

係を有し、当該利害関係に係る

行政文書の開示を請求するも

の

市内の宿泊施設等に宿泊して

災害等の被害を受けた者が、当

該施設等に対する許可等に係る

行政文書の開示を請求する場合

その他上記に類し、市の行政により自己の権利、利益等に直接

影響を受け、又は直接影響を受けることが確実に予測されるため、

当該権利、利益等に係る行政文書の開示を請求するもの

≪開示請求権が認められなかった事例≫

（野田市情報公開・個人情報保護審査会の平成２４年３月２９日付け答

申から）

・対象行政文書

「住民基本台帳システム改修に伴う予算額の積算見積書」

・利害関係の内容

「各務原市（請求者の住所地）の住民基本台帳システム改修に伴う

予算額について、各務原市は、他市町村と比較検討して設定したと

関が行う事務事業により、自己の権利利益に直接影響を受け、又は受

けるおそれのある個人及び法人その他の団体をいう。

これらのものについては、当該利害関係事項と直接関係がある行政

文書に限り請求権を認め、当該利害関係事項と直接関係がない行政文

書の開示は請求することができない。この認定は、開示請求に係る行

政文書の内容と利害関係の内容及び請求目的との関連を十分に考慮

し判断するものとする。

７ 利害関係者認定基準及び具体例としては、次のようなものがある。

認定基準 具体例

一定の事実が市内に存在す

るため、市の行政に利害関係を

有する状態が継続して生じ、又

は生ずることが確実に予測さ

れることにより、当該利害関係

に係る行政文書の開示を請求

するもの

① 市内に土地又は建物を所有

しているものであって、当該

土地又は建物に関連する土地

利用、都市計画、道路、環境、

災害対策等の行政に係る行政

文書の開示を請求するもの

② 市内の学校に児童又は生徒

を通学させている保護者で

あって、市の教育行政に係る

行政文書の開示を請求するも

の

③ 市の施設の利用者であっ

て、当該施設に係る行政文書

の開示を請求するもの

隣接市町に居住し、市の行政

により生活に影響を受けるな

ど市の行政に利害関係を有し、

又は有することが確実に予測

されることにより、当該利害関

係に係る行政文書の開示を請

求するもの

市の行政により居住環境に直

接影響を受けている隣接市町の

居住者であって、当該居住地域

に関連する清掃環境行政等に係

る行政文書の開示を請求するも

の

市が行う公法行為、私法行為

等により市の行政に利害関係

を有し、又は有することが確実

① 市が行った行政処分によ

り、自己の権利、利益等に直

接影響を受けたものであっ
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説明しているが、その中の一つが野田市である。このことから、各

務原市の予算額が適正な額なのかを調査するため。」

・審査会の判断

「各務原市の予算額が適正な額なのかを調査することをもって、対

象行政文書に係る実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの

であると認められない。」

に予測されるため、当該利害関

係に係る行政文書の開示を請

求するもの

て、当該行政処分に係る行政

文書の開示を請求するもの

② 市の契約により、自己の権

利、利益等に直接影響を受け

たものであって、当該契約に

係る行政文書の開示を請求す

るもの

市内における災害等の発生

のため被害を受けたことによ

り、臨時的に市の行政に利害関

係を有し、当該利害関係に係る

行政文書の開示を請求するも

の

市内の宿泊施設等に宿泊して

災害等の被害を受けたもので

あって、当該施設等に対する許

可等に係る行政文書の開示を請

求するもの

その他上記各号に類し、市の行政により自己の権利、利益等に

直接影響を受け、又は直接影響を受けることが確実に予測される

ため、当該利益等に係る行政文書の開示を請求するもの

（開示請求の手続）

第４条 行政文書の開示を請求しようとする者は、実施機関に対し、

請求に係る行政文書を特定するために必要な事項その他所定の事

項を記載した書面を提出しなければならない。

２ 実施機関は、前項の書面に形式上の不備があると認めるときは、

行政文書の開示の請求（以下「開示請求」という。）をした者（以

下「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補

正を求めることができる。この場合において、実施機関は、開示請

求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければな

らない。

（開示請求の手続）

第４条 行政文書の開示を請求しようとする者は、実施機関に対し、

請求に係る行政文書を特定するために必要な事項その他所定の事

項を記載した書面を提出しなければならない。

【摘要】

第１項

市民にとって、市が保有する情報がどのようなものなのかは分かりづ

らいため、請求者の必要とする情報が何なのかよく聴き取り、行政文書

を特定するために適切な案内をすること。

なお、以前は、開示請求書の様式に「請求の目的」の欄があったが、

【趣旨】

本条は、行政文書の開示を請求する場合、所定の事項を記載した文書

によらなければならないことを定めたものである。

【解釈・運用】

１ 「行政文書を特定するために必要な事項」とは、開示を請求する行

政文書の件名又は具体的な内容をいう。
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現行では、当該欄はない。行政文書の特定のために、場合によっては、

請求者から請求の目的もよく聴き、行政文書を適切に特定すること。

【※ 開示請求書の様式は、運用の見直しと合わせて改正予定】

また、行政文書開示請求書については、窓口提出及び郵送提出のほか、

ちば電子申請サービスによる電子申請が可能である。

第２項

補正を求める場合は、請求者がどの部分をどのように補正すればよい

か分かるように求めること。

※ 『情報公開条例に基づく開示請求対応マニュアル』（以下「『対応マ

ニュアル』」という。）を参照すること。

２ 「書面を提出しなければならない」とは、開示の請求は、条例によ

り付与された請求権の行使であり、請求に係る事実関係を明らかに

し、後日の紛争を防止する等手続の正確を期すために、請求は書面を

提出することにより行わなければならないとしたものである。した

がって、郵送による請求書の提出は認められるが、口頭、電話、ファッ

クス等による請求は認められないものである。

３ 書面に記載すべき事項の詳細については、規則で定めるものとす

る。

（実施機関の開示義務）

第５条 実施機関は、開示請求があった場合は、開示請求に係る行政

文書に次条に規定する不開示情報が記録されているときを除き、開

示請求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない。

２ 開示請求に係る行政文書の一部に不開示情報が記録されている

場合において、当該部分が当該部分を除いた部分と容易に区分する

ことができるときは、実施機関は、開示請求者に対し、当該部分を

除いた部分につき開示しなければならない。ただし、当該部分を除

いて開示することが制度の趣旨に合致しないと認められるときは、

この限りでない。

(実施機関の開示義務)

第５条 実施機関は、行政文書の開示の請求（以下「開示請求」とい

う。）があった場合は、開示請求に係る行政文書に次条に規定する

不開示情報が記録されているときを除き、開示請求をした者（以下

「開示請求者」という。）に対し、当該行政文書を開示しなければ

ならない。

２ 開示請求に係る行政文書の一部に不開示情報が記録されている

場合において、当該部分が当該部分を除いた部分と容易に区分する

ことができるときは、実施機関は、開示請求者に対し、当該部分を

除いた部分につき開示しなければならない。ただし、当該部分を除

いて開示することが制度の趣旨に合致しないと認められるときは、

この限りでない。

【摘要】

本条は、適法な開示請求があった場合は、開示請求に係る行政文書に

不開示情報が記録されているときを除き、開示請求者に対し、当該行政

文書を開示する義務を負うとの原則開示の基本的枠組みを定めたもの

である。

第２項

【趣旨】

本条は、適法な開示請求があった場合は、開示請求に係る行政文書に

不開示情報が記録されているときを除き、開示請求者に対し、当該行政

文書を開示する義務を負うとの原則開示の基本的枠組みを定めたもの

である。

【運用・解釈】

第１項
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・ページの一部に不開示情報が記載されている場合は、当該部分を黒塗

りにして他の部分を開示することとし、当該ページの全てを不開示と

はしないことを原則とする。

・ただし書を適用する場合は、決定通知書の理由の欄に「不開示となる

部分を除くと、様式の枠のみの状態となるので、有意な情報がなく、

情報公開制度の趣旨に合致しないと認められるため」など、その理由

を記載すること。

※ 『対応マニュアル』P.１３

１ 上記のとおり本条は、開示請求権制度における原則開示の基本的枠

組みを定めたものであるが、不開示情報は、開示されないことの利益

を保護しようとするものであるから、開示請求に係る行政文書に不開

示情報が記録されているときは、実施機関は、開示請求に対して開示

してはならないこととなる。

しかしながら、一般的には開示されないことの利益が認められる情

報についても、高度の行政的な判断として、開示することに優越的な

公益が認められる場合があり得るため、実施機関の判断による開示の

規定を更に設けることとした（第７条後述）。

第２項

２ 開示請求の対象は行政文書であるが、一つの行政文書には様々な情

報が記録されており、開示請求に係る行政文書に不開示情報が記録さ

れているといっても、それが一部分にとどまることがあり得る。そこ

で、不開示情報が記録された部分が一つの行政文書の中の他の部分と

容易に区分することができるときは、実施機関は、不開示情報が記録

された部分を除いた部分を開示しなければならない。

しかしながら、不開示情報が記録された部分を除くと、客観的に有

意な情報が残らないような場合は、不開示情報が記録された部分を除

いて開示することは、行政機関に負担を強いるとともに、開示請求者

の不利益にこそなれ、その利益に資するところがない。そこで、この

ような場合には、「制度の趣旨に合致」するとは認められないので、

実施機関は、部分開示の義務を負わないこととした。

（不開示情報）

第６条 不開示情報は、次の各号に掲げる情報とする。

(1) 法令又は条例（以下「法令等」という。）の定めるところに

より、開示することができないと認められる情報

(2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報

を除く。）であって、特定の個人が識別され又は他の情報と照合

することにより識別され得るもの。ただし、次に掲げる情報を除

く。

ア 法令等の規定により又は慣行として公にされている情報又

は公にすることが予定されている情報

（不開示情報）

第６条 不開示情報は、次の各号に掲げる情報とする。

(1) 法令及び条例（以下「法令等」という。）の定めるところに

より、開示することができないと認められる情報

(2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報

を除く。）であって、特定の個人が識別され又は他の情報と照合

することにより識別され得るもの。ただし、次に掲げる情報を除

く。

ア 法令等の規定により又は慣行として公にされている情報又

は公にすることが予定されている情報
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イ 氏名その他特定の個人が識別され得る情報の部分を除くこ

とにより、開示しても、本号により保護される個人の利益が害

されるおそれがないと認められることとなる部分の情報

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２

０号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則

法（平成１１年法律第１０３号）第２条第４項に規定する行政

執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行

政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律

第１４０号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。

以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２条に規定する地方公務員、地方独立行政法人

（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第

１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員

及び職員並びに土地開発公社の役員及び職員をいう。以下同

じ。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る

情報であるときは、当該情報のうち当該公務員等の職及び当該

職務遂行の内容に係る部分

エ 人の生命、身体、健康、財産又は生活を保護するため、開示

することがより必要であると認められる情報

(3) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体、地

方独立行政法人及び土地開発公社を除く。以下「法人等」という。）

に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報で

あって、次に掲げるもの。ただし、当該法人等若しくは当該個人

の事業活動によって生ずる人の生命、身体若しくは健康への危害

又は財産若しくは生活の侵害から保護するため、開示することが

より必要であると認められるものを除く。

ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の競争上の地

位、財産権その他正当な利益を害するおそれがあるもの

イ 実施機関からの要請を受けて、公にしないとの約束の下に、

任意に提供されたもので、法人等又は個人における常例として

公にしないこととされているものその他の当該約束の締結が

状況に照らし合理的であると認められるもの

(4) 開示することにより、犯罪の予防又は捜査、公訴の維持、刑

イ 氏名その他特定の個人が識別され得る情報の部分を除くこ

とにより、開示しても、本号により保護される個人の利益が害

されるおそれがないと認められることとなる部分の情報

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２

０号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則

法（平成１１年法律第１０３号）第２条第２項に規定する特定

独立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独

立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年

法律第１４０号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をい

う。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員、地方独立行政

法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２

条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の

役員及び職員並びに土地開発公社の役員及び職員をいう。以下

同じ。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係

る情報であるときは、当該情報のうち当該公務員等の職及び当

該職務遂行の内容に係る部分

エ 人の生命、身体、健康、財産又は生活を保護するため、開示

することがより必要であると認められる情報

(3) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体、地

方独立行政法人及び土地開発公社を除く。以下「法人等」という。）

に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報で

あって、次に掲げるもの。ただし、当該法人等若しくは当該個人

の事業活動によって生ずる人の生命、身体若しくは健康への危害

又は財産若しくは生活の侵害から保護するため、開示することが

より必要であると認められるものを除く。

ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の競争上の地

位、財産権その他正当な利益を害するおそれがあるもの

イ 実施機関からの要請を受けて、公にしないとの約束の下に、

任意に提供されたもので、法人等又は個人における常例として

公にしないこととされているものその他の当該約束の締結が

状況に照らし合理的であると認められるもの

(4) 開示することにより、犯罪の予防・捜査、公訴の維持、刑の
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の執行、警備その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすお

それがあると認めるに足りる相当の理由がある情報

(5) 実施機関内部又は実施機関相互の審議、検討又は協議に関す

る情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若しく

は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間

に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若

しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの

(6) 監査、検査、取締り、争訟、交渉、契約、試験、調査、研究、

人事管理、市が行う事業経営その他実施機関の事務又は事業に関

する情報であって、開示することにより、当該事務又は事業の性

質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るもの

執行、警備その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそ

れがあると認めるに足りる相当の理由がある情報

(5) 実施機関内部又は実施機関相互の審議・検討又は協議に関す

る情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若しく

は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間

に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若

しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの

(6) 監査、検査、取締り、争訟、交渉、契約、試験、調査、研究、

人事管理、市が行う事業経営その他実施機関の事務又は事業に関

する情報であって、開示することにより、当該事務又は事業の性

質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るもの

【摘要】

◎ 開示することが原則であるため、不開示情報については慎重に検討

すること。

また、判断に当たっては、事例集、裁判所の判例、国や他団体にお

ける裁決及び答申を参考とすること。

・裁判所ホームページ「裁判例情報」

・情報公開・個人情報保護関係答申・判決データベース

・行政不服審査裁決・答申検索データベース

第２号

・ 個人情報であっても、全て不開示情報に該当するわけではない。

公にされている情報や公務員等の職務の遂行の内容などは不開示

情報から除外されているため、留意すること。

・ 「事業を営む個人に関する情報」については、第３号により判断

するものと、本号により判断するものとが混在することが考えられ

ることから、慎重に取り扱うこと。

第３号

・ 法人の営業上の秘密に該当するか不明な情報については、条例第

１３条第１項の規定による第三者意見照会を検討すること。

第５号

【趣旨】

１ 情報公開制度の下では、請求権者からの開示請求に対し、実施機関

は原則として、請求された対象情報を全部開示しなければならない。

しかし、市が保有する情報の中には、個人のプライバシーに関する情

報など情報の内容や性質から、あるいは、「法令に違反しない限り」

という立法上の一般的限界から、情報の公開原則の例外とする必要の

あるものが生じる。

本条は、行政文書の開示請求に対し、情報の公開原則の例外として、

実施機関が行政文書を、「開示しない」ことについて定めたものであ

る。本条は、請求権者の行政文書開示請求権の保障と行政文書の開示

を請求された実施機関の利益及び実施機関に情報を提供した個人や

法人の権利及び利益の保護との調整を図る趣旨を明らかにしたもの

である。

２ 本条例では、不開示とすることにより保護される利益に着目し、個

人に関する情報、法人等に関する情報、公共の安全等に関する情報、

審議、検討等に関する情報及び実施機関の事務又は事業に関する情報

の六つの類型に分けた上、事項（例えば、「●●に関する情報」）に

よる基準と定性的（例えば、「●●が害されるおそれ」）な基準とを

組み合わせることを基本として、不開示情報の範囲をできるだけ明確

かつ合理的に画することができるような規定とすることとした。

３ 開示又は不開示の判断は、開示請求があった都度なされるのである
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・ 市が設置する審議会等の会議については、「野田市審議会等の会議

に関する要項」の定めるところにより原則として公開すること。

から、いったん不開示とされた行政文書であっても、その後の事情の

変化により、開示されるべきものとなることがあるのは当然である。

したがって、本条例では、行政文書の作成又は取得からの一定年数の

経過を開示又は不開示の判断基準とする規定は設けないこととした。

【解釈・運用】

１ 議会の調査権と不開示情報との関係

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１００条の議会の調査権

は、議会の議決により発動されるものであり、情報公開条例に基づく

開示請求とは、制度趣旨が異なるものである。よって、調査権の制度

により対応すべきものである。

ただし、議員個人がこの条例に基づいて開示請求した場合は、議会

の調査権の発動ではないので、開示の可否の判断は、当然、不開示情

報に該当するかどうかによることとなる。

２ 弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）第２３条の２（報告の請求）

と不開示事項との関係

弁護士は、受任している事件について、所属弁護士会に対し、公務

所又は公私の団体に対して必要な事項の報告を求めることができる

とされ、この申出に基づき、弁護士会は、公務所又は公私の団体に照

会して必要な事項の報告を求めることができるとされている（弁護士

法第２３条の２）。

この規定に基づき、実施機関に対し弁護士会から種々の報告要求が

なされることがあるが、この報告要求は、この条例に基づく行政文書

の開示請求とは制度趣旨が異なるものであるから、この要求に応ずる

か否かについては、守秘義務、プライバシーの保護の観点の他、要求

の目的、内容、対象となる行政文書等を総合的に判断して決定すべき

であり、不開示情報に該当するか否かの判断のみをもって決定するこ

とはできない。

しかしながら、弁護士が、弁護士法に基づく照会によらずにこの条

例に基づいて行政文書の開示請求をした場合は、当然、不開示情報の

規定により開示の可否の判断を行うことになる。

３ 民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第２２６条（文書送付の嘱

託）と不開示情報との関係

訴訟当事者から文書送付嘱託の申立てがなされ、これについて裁判
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所が申立てを認容するときは、嘱託する旨の決定をした上、裁判所書

記官が、文書を所持する官公署、公法人などに対して嘱託する。この

文書送付嘱託も、情報公開条例に基づく請求とは、制度趣旨を異にす

るものである。

文書送付嘱託がなされた場合に、文書送付の受託者‐所持人が、嘱

託に応ずるか否かは自由であるから、市の機関は、文書送付嘱託が

あった場合は、守秘義務、プライバシーの保護の観点のほか、嘱託の

目的、対象となる行政文書の内容などを総合的に判断して、嘱託に応

ずるか否かを決定しなければならず、不開示情報に該当するか否かの

判断のみをもって決定することはできない。

４ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３４条等、実施機関

の職員に守秘義務を課している規定における秘密とは、実質秘（非公

知の事実であって、実質的にそれを秘密として保護するに値するもの

をいう。）に限られるとされており、実質秘を漏らせば地方公務員法

等違反となり、懲戒処分又は刑事罰の対象となる。

一方、本条例は、不開示情報以外の情報は開示しなければならない

とともに、不開示情報は開示してはならないという構成をとってお

り、仮に不開示情報を開示すれば、職務上の義務違反になり得る。

これらの解釈を前提とすると、実施機関の職員は、情報公開条例に

よる不開示情報以外の情報を開示しなければならない義務及び不開

示情報を開示してはならない義務と、地方公務員法等による実質秘を

漏らしてはならない義務とを負っており、実質秘と不開示情報の位置

付けの問題と職務義務規定の適用の問題との二点について、両者の間

に矛盾抵触があってはならない。

前者の範囲の位置付けの問題については、地方公務員法等の実質秘

の範囲は具体的に定められているとは言い難いことから、それが明確

であることを前提として、不開示情報の範囲と法律の規定上関連付け

ることは困難であり、また、両者の範囲を関連付けることは、情報公

開条例の制定において不開示範囲を定める場合の必須要件ではない。

後者の規定の適用関係の問題については、情報公開条例に基づき適

法に開示をしている限りにおいては、地方公務員法等の守秘義務違反

による責任を問われないとすることが可能と考えられる。なお、第７

条の規定に基づき裁量的開示をする場合についても、その裁量が適法
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になされている限り、同様の理が働くと考えられる。

第１号 法令秘情報

(1) 法令及び条例（以下「法令等」という。）の定めるところによ

り、開示することができないと認められる情報

【趣旨】

本号は、法令等の規定に基づき、不開示とされている情報については、

開示しないこととしたものである。

【解釈・運用】

１ 地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて条例を制定するこ

とができる（地方自治法第１４条第１項）ものとされている。したがっ

て、既に法令の定めるところにより不開示とされている情報について

は、この条例においても不開示とするものである。

また、他の条例の定めるところにより、不開示とされている情報に

ついては、この条例と他の条例が一般法と特別法との関係であり、当

該他の条例が優先されるため、この条例においても不開示とするもの

である。

２ 国等からの通知及び通達については、上級の行政機関から下級機関

に対する行政運営上の指示であり、ここにいう法令の範囲には含まれ

ず、また、市の機関の訓令等も、法令の範囲に含まれないものである。

３ 「開示することができないと認められる情報」としては、次のよう

なものがある。

(1) 明文の規定をもって閲覧が禁止されている情報

(2) 他の目的使用が禁止されている情報

(3) 地方公務員法、地方税法等の規定に基づき、守秘義務が課されて

いる情報

(4) その他法令の趣旨及び目的に照らし開示することができないと

されている情報

４ 「法令秘情報」該当する情報の具体的内容の例示は、次のようなも

のがある。

分類

情報の具体的内容の例示

根拠条文
開示できないとされ

る情報
具体例
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１ 明文の規

定をもって

閲覧等が禁

止されてい

るもの

野田市印鑑条例

（昭和５２年野

田市条例第３９

号）第１１条

印鑑登録原票その他

印鑑の登録及び証明

に関する書類

印鑑登録

原票

２ 他の目的

で利用が制

限されてい

るもの

健康増進法（平

成１４年法律第

１０３号）第１

４条

国民健康・栄養調査の

調査票

３ 守秘義務

が課されて

いるもの

地方公務員法第

３４条

職員又は職員であっ

た者が職務上知り得

た秘密及び職務上の

秘密

地方税法（昭和

２５年法律第２

２６号）第２２

条

地方税に関する調査

に係る事務に従事し

た者が、その事務に関

して知り得た秘密

個人・法人

市民税申

告書及び

課税台帳、

滞納処分

処理票、特

別土地保

有税申告

書家屋調

査表及び

評価調書、

土地・家屋

課税（補

充）台帳、

軽自動車

課税台帳

等

児童福祉法（昭

和２２年法律第

１６４号）第６

児童相談所において

相談、調査及び判定に

従事した者がその職

措置委託

決定通知

書児童委
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１条 務上取り扱ったこと

について知り得た人

の秘密

託証明書、

児童に関

する調査

依頼書、重

度肢体不

自由児の

認定書な

ど（児童

ケース記

録等）

医療法（昭和２

３年法律第２０

５号）第７２条

記録診療又は助産録

の検査に関し、知り得

た医師、歯科医師又は

助産婦の業務上の秘

密又は個人の秘密

カルテ（診

療録）

刑法（明治４０

年法律第４５

号）第第１３４

条

医師、薬剤師、医薬品

販売業者、助産師、弁

護士、弁護人又は公証

人がその業務上取り

扱ったことについて

知り得た人の秘密

カルテ（診

療録）、処

方せん

統計法（平成１

９年法律第５３

号）第４１条、

第４３条

指定統計に関する事

務に従事する行政機

関等の職員、統計調査

員等が、その職務執行

に関して知り得た人、

法人又はその他の団

体の秘密に属する事

項

精神保健及び精

神障害者福祉に

関する法律（昭

和２５年法律第

精神衛生鑑定医等が

業務に関して知り得

た秘密
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１２３号）第５

１条の６

母体保護法（昭

和２３年法律第

１５６号）第２

７条

不妊手術等の事務に

従事した者等が職務

上知り得た人の秘密

臨床検査技師等

に関する法律

（昭和３３年法

律第７６号）第

１９条

臨床検査技師がその

業務上取り扱ったこ

とについて知り得た

秘密

視能訓練士法

（昭和４６年法

律第６４号）第

１９条

視能訓練士がその業

務上知り得た人の秘

密

理学療法士及び

作業療法士法

（昭和４０年法

律第１３７号）

第１６条

理学療法士等がその

業務上知り得た人の

秘密

機能訓練

調査票及

び申込書、

指導訓練･

訪問記録

票等

歯科衛生士法

（昭和２３年法

律第２０４号）

第１３条の６

歯科衛生士がその業

務上知り得た人の秘

密

原子爆弾被爆者

に対する援護に

関する法律（平

成６年法律第１

１７号）第５３

条

健康診断及び指導の

実施の事務に従事し

た者がその職務に関

して知り得た人の秘

密

被爆者見

舞金支給

申請書等

感染症の予防及

び感染症患者に

健康診断及び治療の

実施の事務に従事し
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対する医療に関

する法律（平成

１０年法律第１

１４号）法第７

３条、第７４条

た者がその知り得た

人の秘密

労働安全衛生法

（昭和４７年法

律第５７号）第

１０４条

健康診断に従事した

者がその実施に関し

て知り得た人の秘密

定期健康

診断問診

票等

消防法（昭和２

３年法律第１８

６号）第４条、

第１６条の５、

第３４条

消防職員が関係があ

る場所に立ち入って

検査又は質問を行っ

た場所に関して知り

得た関係者の秘密

立入検査

結果報告

書、是正報

告書、指導

命令、警告

書、査察執

行簿、火災

調査報告

書等

住民基本台帳法

（昭和４２年法

律第８１号）第

３５条

住民基本台帳に関す

る調査事務に従事し

ている者等がその事

務に関して知り得た

秘密

住民実態

調査関係

文書

４ その他法

令の趣旨又

は目的に照

らし開示す

ることがで

きないと認

められる情

報

第２号 個人情報
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(2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を

除く。）であって、特定の個人が識別され又は他の情報と照合する

ことにより識別され得るもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

ア 法令等の規定により又は慣行として公にされている情報又は公

にすることが予定されている情報

イ 氏名その他特定の個人が識別され得る情報の部分を除くことに

より、開示しても、本号により保護される個人の利益が害される

おそれがないと認められることとなる

部分の情報

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０

号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平

成１１年法律第１０３号）第２条第４項に規定する行政執行法人

の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の

保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）

第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の

役員及び職員、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２

条に規定する地方公務員、地方独立行政法人（地方独立行政法人

法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独

立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員並びに土地開発

公社の役員及び職員をいう。以下同じ。）である場合において、

当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報の

うち当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分

エ 人の生命、身体、健康、財産又は生活を保護するため、開示す

ることがより必要であると認められる情報

【趣旨】

地方公共団体は住民との関わり合いが直接的かつ広範囲なため、個人

に関する情報を多数所持している。これらを個人の意思と関わりなく全

て公開するとなると、個人の知られたくない情報でも公開されることに

なる。そこで、情報公開制度においては、プライバシー保護のための個

人に関する情報を不開示としたものである。

【説明】

１ 個人に関する情報の範囲

個人に関する情報には、個人の内心、身体、身分、地位その他個人
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に関する一切の事項についての事実、判断、評価等の全ての情報が含

まれる。すなわち、個人に関する情報は、個人の人格や私生活に関す

る情報に限らず、個人の知的創作物に関する情報、組織体の構成員と

しての個人の活動に関する情報、個人の営む事業に関する情報その他

個人との関連性を有する全ての情報を意味する。

このうち、事業を営む個人の当該事業に関する情報については、そ

の情報の性質上、法人等の事業活動情報と同様の開示又は不開示の基

準によることが適当であるので、個人に関する情報から除くこととし

た。

２ 保護される利益

本号の規定により開示されないことの利益は、個人の正当な権利利

益であるが、その中心部分はいわゆるプライバシーである。しかしな

がら、プライバシーの具体的な内容は、法的にも社会通念上も必ずし

も明確ではない。また、本来なら、私人が直接当該個人に対して開示

を求めることができないような情報を、実施機関が保有しているとの

理由のみをもって開示することは、個人情報の適正な管理の観点から

も適当ではない。

特定の個人が識別され得る情報を開示すると、一般に、プライバ

シーを中心とする個人の正当な権利利益を害するおそれがあること

から、いわゆる「個人識別型」を基本として不開示情報を定め、その

中から開示すべきものを除くという手法を採ることとした。すなわ

ち、個人に関する情報であって、特定の個人が識別され又は他の情報

と照合することにより識別され得るものを事項的な不開示情報とし

て定めた上、一般的に当該個人の利益保護の観点から不開示とする必

要のないもの及び保護利益を考慮しても開示する必要性の認められ

るものを、例外的に不開示情報から除くこととした。

なお、上記の趣旨に照らし、具体的事例における個人識別可能性の

有無の判断に当たっては、当該情報の性質及び内容を考慮する必要が

ある。例えば、一定の集団に属する者に関する情報を開示すると、当

該集団に属する個々の者に不利益を及ぼす場合があり得る。このよう

な場合は、情報の性質及び内容に照らし、プライバシー保護の十全を

図る必要性の範囲内において、個人識別可能性を認めるべき必要があ

ると考える。
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３ 公にされている情報等

法令の規定により公にされている情報（登記簿に登記されている法

人の役員に関する情報、不動産の権利関係に関する情報等）や慣行と

して公にされている情報（叙勲者名等、国の中央省庁の課長相当職以

上の職及び氏名等）は、一般に公表されている情報であり、これを開

示することにより、場合により個人のプライバシーを害するおそれが

あるとしても、受忍すべき範囲内にとどまると考えられるので、これ

を例外開示情報とした（第６条第２号ただし書ア）。

「公にすることが予定されている情報」には、公表されることが時

間的に予定されているもののみならず、当該情報の性質上通例公表さ

れるのも含まれるが、上記と同様の考慮により、例外開示情報とした。

４ 個人識別性のある部分を除いた個人情報

個人に関する情報のうち、社会生活上の情報等にあっては、個人識

別性がない状態であれば、これを開示しても、プライバシーを中心と

する個人の正当な権利利益を害するおそれがないと認められるもの

が少なくない。そこで、個人に関する情報のうち、氏名その他個人識

別性のある部分を除くことにより、開示しても個人の正当な権利利益

を害するおそれがないと認められることとなる部分の情報を例外開

示とした（第６条第２号ただし書イ）。

したがって、組織体の構成員としての個人の活動に関する情報は、

本号の適用については、多くの場合、その情報のうち氏名等の個人識

別性のある部分を除いた上で、活動内容等に関する部分の情報が開示

されることになる。他方カルテ、反省文などの個人の人格と密接に関

連する情報は、個人識別性のある部分を除いて開示されることにはな

らない。個人の未公表の研究論文、研究計画等の情報（個人事業情報

に該当しないもの）で、個人識別性のある部分を除いて開示しても財

産権その他の個人の正当な利益を害するおそれがあるものも、同様で

ある。

５ 公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員の職及び氏

名に関する情報公務員の職務の遂行に係る情報には、公務員の職、氏

名に関する情報及び職務行為に関する情報で構成されるものが少な

くない。したがって、この種の情報は、行政事務に関する情報である

とともに、当該公務員の個人の活動に関する情報でもある。
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このうち、当該公務員の職に関する情報は、行政事務に関する情報

としてはその職務行為に関する情報と不可分の要素であり、市の行政

の諸活動を説明する責務が全うされるようにするために、これを明ら

かにする意義は大きい。そこで、「公務員の職務の遂行に係る情報に

含まれる当該公務員の職に関する情報」については、公務員の範囲を

限定せず、仮に特定の公務員を識別させることとなっても、開示する

こととした（第６条第１号ただし書ウ）。

６ 公益上の理由による義務的開示

プライバシーを中心とする個人の正当な権利利益は、その性質上、

手厚く保護されるべきであるが、なおこれに優越する公益があるとき

は、これを不開示とすべき合理的な理由は認め難い。そこで、人の生

命、身体、健康、財産又は生活を保護するため、開示することがより

必要であると認められる情報は、不開示情報から除くこととした（第

６条第２号ただし書エ）。

「より必要であると認められる」とは、不開示とすることにより保

護される利益と開示することにより保護される利益とを比較衡量し、

後者が優越する場合をいう。この比較衡量は、個人に関する情報の中

でも個人的な性格が強いものから社会的性格が強いものまで様々な

ものがあること、人の生命、身体等の保護と財産及び生活の保護とで

は開示により保護される利益の程度に相当の差があることを踏まえ、

特に個人の人格的な権利利益の保護に欠けることがないような慎重

な配慮が必要である。

７ 「個人情報」に該当する情報の具体的内容の例示は、次のようなも

のがある。

大分類 小分類 情報の具体的内容の例示

１ 戸籍事項等に

関する情報

氏名、住所、性別、生年月

日、出生地、国籍、本籍、

父母・兄弟等の親族関係、

続柄、婚姻、養子縁組・離

縁、身分、出生、死亡に関

する情報など（住民基本台

帳関係文書等）

２ 経歴に関する (1) 学歴に関する 学校名、入学・卒業年度、
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情報 情報 在学期間、学業成績、退学、

入学、停学、自治会活動・

クラブ活動等の課外活動

に関する情報など（学齢

簿、指導要録、区域外就学

申請許可書等）

(2) 職業、職歴等

に関する情報

会社名、事業名、職種、職

位、就職・退職年度、在職

期間、昇格、降格、配置転

換、職務の実情評価、職務

上の資格、解雇・停職等の

処分に関する情報など（人

事記録、履歴書等）

(3) その他経歴に

関する情報

受賞歴、犯罪・違反・補導

歴、更生施設・社会福祉施

設等への入所歴等に関す

る情報など（保育所入所措

置申請書等）

３ 心身に関する

情報

(1) 心身障害等に

関する情報

精神障害の有無・程度・認

定、身体障害の有無・障害

の部位・程度・認定に関す

る情報など（身体障害者等

手帳受付関係文書等）

(2) 疾病、負傷等

に関する情報

傷病名、傷病歴、傷病の原

因に関する情報など（救急

活動票、救急報告書、公務

災害関係文書、診療報酬明

細書「レセプト」等）

(3) 検査、診療等

に関する情報

検診結果、検査名、検査の

結果、傷病の所見、看護記

録、治療の内容・方法（投

薬の有無・内容、通院・入

院の別等）に関する情報な
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ど（健康診断書、精神衛生

相談記録、診療記録等）

(4) その他心身に

関する情報

健康状態、栄養状態、血液

型、体格、体力、運動能力

等に関する情報など（健

康・運動調査票、児童体力

記録簿、就学児健康診断結

果報告書等）

４ 能力又は成績

に関する情報

学業成績、職務の実績・評価、試験成績、資格、

免許（成績書、勤務評定書、自己評価申告書等）

５ 財産状況に関

する情報

資産の内容（不動産の種類・価格等、債権・債

務の内容等）、収入（給与所得・譲渡所得等の

所得金額、補償金等の収入金額等）に関する情

報など（所得証明・納税証明等の各種税関係証

明、土地建物売買及び賃貸借契約書、源泉徴収

票、生産緑地管理台帳等）

６ 思想、信条等

に関する情報

思想、信条、信仰、宗教、主義、主張、支持政

党に関する情報など（講座・講演会等参加者名

簿、図書館利用申請カード、市民意識調査の個

票等）

７ 訴訟事件に関

する情報

訴状、準備書面、証人調書、判決書、その他訴

訟進行のため収集した情報等

８ その他個人に

関する情報

(1) 家庭状況に関

する情報

家族構成、扶養関係、同

居・別居の別、父子・母子

家庭である事実、里親・里

子である事実等に関する

情報など（幼児家庭生活調

査票、児童生徒家庭環境調

査票、生活保護決定調書）

(2) 住居状況に関

する情報

住居の間取り、持家・借家

の別、電話番号、同居人数、

居住期間に関する情報な

ど（被災者調査原票、火災
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報告書、消火活動報告書、

家賃証明書等）

(3) 社会的活動状

況に関する情報

各種団体加入の有無、各種

行事・運動等への参加に関

する情報など（社会教育関

係団体申請書、請願・陳情

署名簿、文化施設等借用申

請書等）

(4) その他個人生

活に関する情報

個人の暮らし向き、要保護

世帯・生活保護受給者であ

る事実等に関する情報、私

人間の紛争・交際、住宅相

談・税務相談等の相談内

容、苦情・要望等の内容、

趣味・嗜
し

好等に関する情報

など（市政相談カード、公

害等苦情処理票、消費生活

苦情相談簿、各種面接記録

等）

８ 「ただし書ア 法令等の規定により又は慣行として公にされている

情報又は公にすることが予定されている情報」に該当し、開示を行う

ことができる個人の具体的内容の例示は、次のようなものがある。

大分類 小分類

情報の具体的内容の例示

該当する情報

の例示
記載内容 根拠条文

１ 法令

等の定

めると

ころに

より、何

人でも

閲覧す

(1) 公証に

関するも

の

株式会社登記

簿等の商業登

記簿に記録さ

れた情報

目的、商号、

取締役等の

氏名、住所、

資本金等の

額等

商業登記

法（昭和

３８年法

律第１２

５号）第

１０条、

第１１条
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ること

ができ

る情報

土地登記簿・建

物登記簿に記

録された情報

○ 土地の

所在地目、

地積登記

権利者の

氏名・住

所、登記原

因等

○ 建物の

所 在・ 種

類、構造、

床面積、登

記 権利 者

の氏名、住

所、登記原

因等

不動産登

記法（平

成１６年

法律第１

２３号）

第１１９

条

自 動 車 登 録

ファイルに記

録された情報

所有者の氏

名・住所、車

名及び形式、

使用の本拠

の位置等

道路運送

車 両 法

（昭和２

６年法律

第１８５

号）第２２

条

著作権登録簿、

出版兼登録原

簿、著作隣接権

登記原簿に記

録された情報

著作物の題

号、実演等の

名称、著作者

等の氏名、国

籍等

著作権法

（昭和４

５年法律

第 ４ ８

号）第７

８条、第

８８条、

第１０４

条

その他公証に関し何人でも閲

覧することができるとされて
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いる情報

(2) 資格に

関するも

の

海事代理士名

簿に記録され

た情報

海事代理士の

氏名、生年月日

等

海事代理

士法（昭

和２６年

法律第３

２号）第

１４条

その他資格に関し何人でも閲

覧することができるとされて

いる情報

(3) その他 選挙収支報告

書に記録され

た情報

候補者に対し

て寄

附した者の氏

名、

住所、寄附金額

等

公職選挙

法（昭和

２５年法

律第１０

０号）第

１９２条

建築計画概要

書に記録され

た情報

建 築 主 の 氏

名、住所、建

築物の概要等

建築基準

法（昭和

２５年法

律第２０

１号）第

９３条の

２

開発登録簿に

記録された情

報

開発許可を受

け た 者 の 氏

名、予定建築

物の用途等

都市計画

法（昭和

４３年法

律第１０

０号）第

４７条

その他何人でも閲覧すること

ができるとされている情報

２ 実施

機関が

(1) 公にす

ることを

○ 選挙公報に登載するため候補者から

提供された情報（経歴、政見等）
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公にす

ること

を目的

として

作成し、

又は取

得した

情報

前提とし

て本人か

ら任意に

提供され

た情報

○ 市の刊行物への寄稿及び催物情報等

○ 議会上程時における請願・陳情書等

(2) 公にす

ることに

ついて本

人が同意

している

情報

○ 市に対する要望書等で本人が公表す

ることに同意しているもの

○ ボランティア名簿等で本人が公表す

ることに同意しているもの

(3) 個人が

自主的に

公にした

資料から

何人でも

知ること

ができる

情報

出版物に記載された著者名、著者経歴など

(4) 従来か

ら公表さ

れており

かつ今後

とも開示

しないこ

ととする

理由のな

いことが

明らかで

ある情報

○ 受賞者名簿

○ 市職員の所属及び氏名

○ 附属機関等の委員名

○ 官報等に登載された国家試験合格者

氏名等

○ 発令後の人事異動

○ 高額納税者に関する公示として官報

に登載された者の氏名等

○ 市の公示文書に登載された者の氏名

等

３ 法令

等の規

定に基

○ 開発行為の許可に関する情報のうち、

公益上開示することが必要と認められ

るもの
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づく許

可 、 免

許、届出

等 の 際

に 実 施

機 関 が

作成し、

又 は 取

得 し た

情 報 で

従 来 か

ら 公 に

さ れ て

い る も

の

○ 建築確認に関する情報のうち、公益上

開示することが必要と認められるもの

○ 道路の占用許可に関する情報のうち、

公益上開示することが必要と認められ

るもの

○ 都市公園の占用許可に関する情報の

うち、公益上開示することが必要と認め

られるもの

○ 都市公園施設の設置及び管理許可に

関する情報のうち、公益上開示すること

が必要と認められるもの

第３号 法人情報

(3) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体、地方
独立行政法人及び土地開発公社を除く。以下「法人等」という。）

に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であっ

て、次に掲げるもの。ただし、当該法人等若しくは当該個人の事業

活動によって生ずる人の生命、身体若しくは健康への危害又は財産

若しくは生活の侵害から保護するため、開示することがより必要で

あると認められるものを除く。

ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の競争上の地

位、財産権その他正当な利益を害するおそれがあるもの

イ 実施機関からの要請を受けて、公にしないとの約束の下に、任

意に提供されたもので、法人等又は個人における常例として公に

しないこととされているものその他の当該約束の締結が状況に

照らし合理的であると認められるもの

【趣旨】

本号は、開示することにより、法人等又は事業を営む個人の競争上若

しくは事業運営上の地位、その他社会的な地位が損なわれると認められ
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る情報については、開示しないこととしたものである。

【解釈・運用】

１ 本号、本文においては、次のような要件で構成されている。

(1) 法人等又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であること。

(2) 開示することにより、当該法人等又は当該個人の競争上の地位、

財産権その他正当な利益を害するおそれがあること。

あるいは、実施機関からの要請を受けて、公にしないとの約束の

下に、任意に提供されたもので、法人等又は個人における常例とし

て公にしないこととされているものその他の約束の締結状況に照

らし合理的であると認められるものであること。

① 「法人、その他の団体」とは、株式会社、営利法人、社会福祉

法人、学校法人などの公益法人等の全ての法人の他、法人以外の

権利能力のない社団等の団体をいう。

② 「国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び

土地開発公社」とは、それぞれ法人格を有するものであるが、そ

の行政活動については、法人等の事業活動と性質を異にすること

から、本号の法人等からは除くこととした。

③ 「事業を営む個人の当該事業に関する情報」とは、いわゆる個

人事業主に関するものであるが、「事業を営む個人」とは、地方

税法第７２条の２第５項から第７項までに規定する事業のほか

農業、林業、水産業等を営む個人をいう。

また、「当該事業に関する情報」とは、直接その事業活動その

ものに関する情報のほか、事業用資産に関する情報など、これと

密接に関連するものを含むものである。いずれにしても、本号の

情報は「事業活動に関する情報」に限られる。

２ 本号ただし書においては、当該法人等又は当該個人の競争上の地

位、財産権その他正当な利益を害するおそれがある情報であっても、

あるいは実施機関からの要請を受けて、公にしないとの約束の下に、

任意に提供されたもので、法人等又は個人における常例として公にし

ないこととされているものその他の約束の締結状況に照らし合理的

であると認められるものである情報であっても、人の生命、身体若し

くは生活の侵害から保護するため、開示することがより必要であると

認められるものについては、開示することとした。
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食品の安全性に関する情報など、法人等の事業活動によって生ずる

危害から、人の生命、身体又は健康を保護するため開示する必要があ

る情報は、当該法人等の活動利益を害することが明らかであっても、

開示することとした。

① 「人の生命、身体又は健康」について現に被害が発生しているか、

あるいは近い将来被害が発生することが予測されることを要する。

② 「保護する」とは、人の生命等についての被害の発生を未然に防

止し、又は被害の拡大及び再発を防止することをいう。

３ 「事業を営む個人に関する情報」については、本号で対処すべきも

のと、第２号の個人情報で対処すべきものとが混在することが考えら

れることから、プライバシー保護に欠けることのないよう、慎重に取

り扱う必要がある。

４ 当該法人等又は当該個人の競争上の地位、財産権その他正当な利益

を害するおそれがあるか否かの判断に当たっては、その情報の内容も

さることながら、当該法人等又は当該個人の性格、規模、事業活動に

おける当該情報の位置付け等を総合的に勘案し、当該情報を開示した

場合に生ずる影響について慎重に検討し、客観的な判断を下すことが

必要である。

この場合、市の保有する資料のみによっては、事業活動上の地位を

損なわれるおそれがあるか否かの判断が困難なものがあることから、

そのような情報については当該法人等の意見を聴取するなど資料の

収集に努め、客観的判断を行わなければならない。

５ 「開示することにより、当該法人等又は当該個人の競争上の地位、

財産権その他正当な利益を害するおそれがあるもの」の具体的な例と

しては、次のようなものがある。

大分類 中分類 小分類 情報の具体的内容の例示

１ 技術

ノウハ

ウその

他技術

上の秘

密に関

する情

(1) 製造・

加 工 の

過 程 に

係 る 技

術 上 の

ノ ウ ハ

ウ 等 に

① 原材料の種

類・調合の割

合等に関する

情報

原材料の種類、組成、そ

の使用量・割合、その保

管方法等に関する情報な

ど

② 製造・加工

に用いる機械

設備等に関す

機械・設備等の種類・台数

（規模）・能力等に関する

情報など
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報 関 す る

情報

る情報

③ 機械・設備

の利用技術そ

の他の製造・

加工の工程に

係るノウハウ

等に関する情

報

生産工程における機械・

設備等の配列・利用技術

等に関する情報、生産過

程における原材料の温

度・濃度等に関する情報

など

④ その他製造

加工の過程に

係るノウハウ

等に関する情

報

生産工程の管理、製品の

品質管理等に関する情報

など

(2) 建築、

土木、そ

の 他 の

工 事 等

に 係 る

技 術 上

の ノ ウ

ハ ウ 等

に 関 す

る情報

① 建築等に用

いる資材等に

関する情報

資材の種類・組織・寸法・

加工等に関する情報など

② 建築等の設

計にに係るノ

ウハウ等に関

する情報

設計図等に表示された設

計者等の考案・工夫等、

設計に用いられる係数・

計算式等、設計に用いる

機械等の種類・利用技術

等に関する情報など

③ 工法その他

建築等の施工

に係るノウハ

ウ等に関する

情報

建築等の施工に用いる機

械・設備等の種類・台数・

能力・利用技術等に関す

る情報

④ その他建築

土木その他の

工事等に係る

技術上のノウ

ハウ等に関す

る情報
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(3) 運輸・

通 信 等

に 係 る

技 術 上

の ノ ウ

ハ ウ 等

に 関 す

る情報

① 運輸・通信

等に用いる機

械・設備等に

関する情報

② 機械・設備

等の利用技術

に関する情報

運輸・通信等に係るネッ

トワークの構成・機械・

設備等の利用技術等に関

する情報など

③ その他運輸

通信等に係る

技術上のノウ

ハウ等に関す

る情報

通信内容の保護に係る技

術に関する情報など

(4) コンピュータ等による

情報処理等に係る技術上

のノウハウ等に関する情

報

法人等が開発したプログ

ラムシステムの内容など

(5) その他技術上の秘密に

関する情報

生産工程での事故・故障

等の発生に関する情報な

ど

２ 営業

活動上

の秘密

に関す

る情報

(1) 生産活

動等の内

容に関す

る情報

① 生産品

目・生産

量・出荷類

等の内容

が明らか

になる情

報

生産品目・生産量・出荷

額等に関する情報、原材

料の種類・使用量・機械・

設備等の稼働時間施設か

らの排出物質の種類・量

等に関する情報など

② その他

生産活動

の内容が

明らかに

なる情報

工場等の配置図、工場間

の半製品の輸送等に関す

る情報、生産過程におけ

る不良品の発生割合等に

関する情報など

(2) 生産活 ① 施設・機 新設等に係る新工場・新
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動 等 の計

画、方針等

に関する

情報

械等の更

新・新設等

に係る計

画等に関

する情報

規プラント等に関する情

報・更新新設等に係る機

械・設備等の機種・台数

（規模）・能力等に関す

る情報、新設等の時期・

経費等に関する情報など

② 新製品

に係る情

報その他

生産品目

に係る計

画方針等

に関する

情報

新製品の性能・仕様、そ

の開発の程度、その生産

工程、量産開始時期等に

関する情報、新製品その

他の生産品目の生産計画

等に関する情報

③ 原材料

の仕入れ、

製品の生

産・出荷等

に係る計

画等に関

する情報

原材料の仕入れに係る計

画等に関する情報、仕入

先との折衝に関する情

報、生産計画・出荷予定

等に関する情報など

④ その他

生産活動

等に係る

計画・方針

内客が明

らかにな

る情報

職員の配置転換計画、研

修計画等に関する情報な

ど

(3) 販売活

動その他の

営業活動の

内容に関す

る情報

① 販売高・

契約内容

等に関す

る情報

販売実績・契約実績・契

約内容等に関する情報な

ど

② 営業活 取引先・得意先等の名
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動 に おけ

る取引先

得意先等

との関係

等に関す

る情報

称・取引の内容・実績・

納品状況等に関する情

報、法人間の提供・下請・

職員の相互交流等に関す

る情報など

③ 販売方

法その他

営業活動

上のノウ

ハウに関

する情報

顧客との折衝等営業活動

の実情に関する情報、商

品の陳列方法等に関する

情報など

④ 原価そ

の他の販

売単価等

の積算等

に関する

情報

販売単価等の基礎となる

原価等の額、内容等に関

する情報、利益率・利益

の額等に関する情報など

⑤ その他

営業活動

の内容が

明らかに

なる情報

受注経路・受注単価等に

関する情報

(4) 販売活

動その他

の営業活

動 の 計

画・方針等

に関する

情報

① 販売計

画・事業計

画・営業方

針その他

の営業活

動の計画

等に関す

る情報

販売計画・販売高の見込

額・目標額等、受注計画・

交渉の計画方針等、事業

の将来展望、経営方針等

に関する情報など

② 店舗・営

業所等の

売場面積の拡張・店舗の

改装等既存施設の更新、
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拡張・新設

等に関す

る情報

営業所・事務所・視点等

の新設・移転等に関する

情報、更新に係る施設及

び新設・移転等に係る店

舗・営業所・事務所等の

規模等に関する情報など

③ 資金調

達計画、投

資計画等

に関する

情報

資金調達の予定額・調達

方法等・投資予定額・投

資対象等に関する情報な

ど

④ その他

営業活動

の計画等

に関する

情報

販売員の研修方針・営業

要員の配置転換計画等に

関する情報など

(5) その他

営業活動

上の秘密

に関する

情報

３ 信用

力に関

する情

報

(1) 借入金

その他の

債務の内

容に関す

る情報

借入金の額、倍入れの相

手方、借入れの条件、返

済計画、借入金の返済状

況等に関する情報など

(2) 人的・物

的担保の

内容・評価

等に関す

る情報

債務を保証している個

人・法人等に係る情報、

担保に供している物件の

内容・評価等に関する情

報など

(3) 経営状

態・資産内

経営状態に関する情報、

売掛金その他の債権の
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容 そ の他

借入金返

済能力に

関する情

報

額・内容に関する情報、

担保に供することのでき

る資産の内容等に関する

情報など

(4) その他

信用力に

関する情

報

４ 専ら

法人等

の内部

に関す

る情報

(1) 法人等

の人事に

関する情

報

① 職員の

採用職員

数・職員配

置等に関

する情報

採用計画・応募状況・採

用状況職員数・職員の配

置状況、人事異動の計画、

実施状況等に関する情報

など

② 職員の

給与その

他の労働

条件に関

する情報

職員の給与体系、給与・

報酬・手当等の支給額、

時間外勤務の実施状況そ

の他職員の勤務時間等に

関する情報など

③ その他

法人等の

内部の人

事に関す

る情報

(2) 法人等

の経理に

関する情

報

① 法人等

の金銭の

出納に関

する情報

② 金銭出

納の経理

上の処理

に関する

情報
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③ その他

法人等の

内容の経

理に関す

る情報

(3) その他

専ら法人

等の内部

に関する

情報

５ その他開示すること

により当該法人等又は

当該個人の競争上の地

位、財産権その他正当

な利益を損なうおそれ

のある情報

（注） この表に掲げた情報については、法人等又は事業を営む個人の

営利的活動に係る事業活動上の地位を損なうおそれがあるか否

かを中心として構成されており、非営利的活動についても、この

表により示される基準に準ずるものとする。

６ 「ただし書」に該当し、開示することができる法人等に関する情報

の具体的内容の例示は、次のようなものがある。

当該法人等若しくは当該個人

の事業活動によって生ずる人の

生命、身体若しくは健康への危

害又は財産若しくは生活の侵害

から保護するため、開示するこ

とがより必要であると認められ

るもの

○ 工場排水の分析結果、立入検

査結果の改善勧告、命令書その

他行政処分に関する情報のう

ち、これに該当するもの

○ 訪問販売等に関する情報のう

ち、これに該当するもの

○ 消費生活相談等に関する情報

のうち、これに該当するもの

○ 計量器立入検査結果に関する

情報のうち、これに該当するも
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の

７ 「開示することにより、当該法人等又は当該個人の競争上の地位、

財産権その他の正当な利益を害するおそれのない情報」に該当する情

報の具体的内容の例示は、次のようなものがある。

大分類 小分類

情報の具体的内容の例示

該当する情報の

例示

記載内容 根拠条文

１ 法令

の規定

に基づ

き何人

でも閲

覧する

ことが

できる

とされ

ている

情報

(1) 公益

に関す

るもの

株式会社登記簿

等の商業登記簿

に記録された情

報

目的、商号、

取締役等の

氏名、住所、

資本金の額

など

商業登記法

第１０条、

第１１条

土地登記簿、建

物登記簿に記録

された情報

○ 土地の

所在、地

目、地積、

登記権利

者の名称、

氏名、登記

原因等

○ 建物の

所在、種

類、構造、

床面積、登

記権利者

の名称、氏

名、登記原

因等

不動産登記

法第２１条
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自動車登録ファ

イルに記録され

た情報

所有者の名

称・氏名・車

名・形式、使

用の本拠の

位置など

道路運送車

両法第２２

条

漁船原簿等に記

録された情報

所有者の名

称、氏名、船

名、総トン数

など

漁船法（昭

和２５年法

律第１７８

号）第２１

条

特許原簿等に記

録された情報

特許発明の

内容等、特許

権の設定・移

転等、専用実

施権・通常実

施 権 の 設

定・保存・移

転など

特許法（昭

和３４年法

律第１２１

号）第１８

６条

意匠原簿等に記

録された情報

登録意匠の

内容等、意匠

権の設定・移

転等、専用実

施権・通常実

施 権 の 設

定・保存・移

転など

意匠法（昭

和３４年法

律第１２５

号）第６３

条

実用新案原簿に

記録された情報

登録実用新

案の名称・内

容、実用新案

権の設定移

転、専用実施

権・通常実施

著作権法第

７８条、第

８８、第１

０４条
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権の設定・保

存・移転など

その他公証に関し、何人でも閲

覧することができるとされて

いる情報

(2) 取引

の安全

等に関

するも

の

不動産鑑定業者

登録原簿に記録

された情報

名称、商号、

役員氏名、不

動産鑑定士

の氏名、事務

所の名称、所

在地など

不動産の鑑

定評価に関

す る 法 律

（昭和３８

年法律第１

５２号）第

３１条

宅地建物取引業

者名簿、免許の

申請に関する書

類に記録された

情報

名称、商号、

役員氏名、住

所、事務所の

名称所在地

など

宅地建物取

引業法（昭

和２７年法

律第１７６

号）第１０

条

建築士事務所登

録簿に記録され

た情報

一級、二級等

の別、事務所

の名称、所在

地、役員、建

築士氏名な

ど

建 築 士 法

（昭和２５

年法律第２

０２号）第

２３条の９

旅行業者登録簿

に記録された情

報

商号、旅行業

の種別、営業

所の名称、所

在地など

旅 行 業 法

（昭和２７

年法律第２

３９号）第

２１条

海事代理士名簿

に記録された情

報

海事代理士

氏名、生年月

日、事務所の

所在地など

海事代理士

法第１４条
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一般建築業許可

申請書（添付書

類を含む。）に

記録された情報

名称、商号、

営業所の名

称、所在地、

資本金額、役

員氏名など

建 設 業 法

（昭和２４

年法律第１

００号）第

１３条

その他取引の安全に関し、何人

でも閲覧することができると

されている情報

(3) その

他

工場立地調査簿

に記録された情

報

工場等の敷

地面積・建築

面積、生産数

量、生産能力

など（事業者

の秘密に属

する事項を

除く。）

工場立地法

（昭和３４

年法律第２

４号）第３

条

（政治団体）収

支報告書等に記

録された情報

政治団体の

収支の総額、

項目別金額、

寄附をした

者及び寄附

をあっせん

した者の氏

名、名称など

政治資金規

正法（昭和

２３年法律

第 １ ９ ４

号）第２０

条、第２０

条の２

建築計画概要書

に記録された情

報

建築士の名

称、氏名、建

築物の概要

など

建築基準法

第９３条の

２

開発登記簿に記

録された情報

開発許可を

受けた者の

名称、氏名、

予定建築物

都市計画法

第４７条
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の概要など

その他何人でも閲覧すること

ができるとされている情報

２ 統計的処理がなされていて特定の

法人等が識別されない情報

工業統計、商業統計等の集

積結果など

３ 公表

するこ

とを目

的とし

て 作

成・取

得した

情報

(1) 公表することを前提と

して法人等から任意に提

出された情報

法人等から提出された商

店街名簿、工場名簿等に記

載された情報など

(2) 公表することについて

当該法人等から同意のあ

る情報

(3) ＰＲ等の目的で法人等

が自主的に公表した資料

から何人でも知り得る情

報

○○業組合３０年史、ＰＲ

用パンフレット等に記載

された情報など

(4) その他既に公表されて

いる情報であって、開示

することにより法人等の

活動利益を害するおそれ

のないもの

○ 弁護士名簿への登録

等の公告として官報に

登載された弁護士の氏

名等

○ 税理士名簿への登録

等の公告として官報に

登録された税理士の氏

名等

○ 排水設備工事公認業

者の指定等に関し、告示

された業者の名称等

○ 工事文書等に登録さ

れた業者の名称等

第４号 公共の安全と秩序維持情報

(4) 開示することにより、犯罪の予防・捜査、公訴の維持、刑の執

行、警備、その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ

があると認めるに足りる相当の理由がある情報
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【趣旨】

本号は、人の生命、身体、財産又は社会的地位の保護や、犯罪予防、

犯罪捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれがあ

る情報を不開示とする趣旨である。

【解釈・運用】

１ 「公共の安全と秩序の維持」には、いわゆる行政警察の諸活動まで

は含まれず、犯罪の予防・捜査等に代表される刑事法の執行を中心と

したものに限定する趣旨である。

２ 個人テロ等の不法な侵害行為からの人の生命、身体等の保護に関す

る情報を本号の対象とする。

３ 風俗営業等の許認可、伝染病予防、食品・環境・薬事等の衛生監視、

建築規制、災害警備等のいわゆる行政警察に関する情報は第６号によ

り開示・不開示が決せられることとなる。

４ 「認めるに足りる相当の理由がある情報」については、その性質上

開示・不開示の判断に高度の政策的判断を伴うこと、対外関係上又は

犯罪等に関する将来予測としての専門的・技術的判断を要することな

どの特殊性が認められることから「おそれがあると認めるに足りる相

当の理由がある情報」と規定したものである。

５ 「公共の安全と秩序維持情報」に該当する情報の具体的内容の例示

は、次のようなものがある。

大分類 情報の具体的内容の例示

犯罪の予防・捜査、公訴の維持、

刑の執行、警備その他の公共の安

全と秩序の維持に支障を及ぼす

おそれがあると認めるに足りる

相当の理由がある情報

○ 刑事訴訟法（昭和２３年法律

第１３１号）第１９７条第２項

の規定による照会及び報告

○ 検察庁の捜査に係る回答

○ 警備委託契約書のうち、委託

内容

○ 警備日誌（守衛日誌）

○ 要人来庁舎スケジュール

○ 危険物、火災等特殊な薬品類

を取り扱う事業所の届出に関

するもの（毒物・劇薬台帳等）
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第５号 審議・検討又は協議に関する情報

(5) 実施機関内部又は実施機関相互の審議・検討又は協議に関する

情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若しくは意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱

を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不

利益を及ぼすおそれがあるもの

【趣旨】

本号は、実施機関としての最終的な意思決定前の事項について、情報

が開示されることによって適正な意思決定が損なわれるおそれがある

ものを不開示とするものである。

【解釈・運用】

１ 保護される利益

実施機関の意思決定は、適正でなければならないことは当然であ

る。

本条例における行政文書の範囲には、実施機関としての最終的な意

思決定前の事項に関する情報が少なからず含まれることとなるため、

これらの情報を開示することによってその適正な意思決定が損なわ

れないようにする必要がある。しかしながら、事項的に意思決定前の

情報を全て不開示とすることは、行政がその諸活動を説明する責務を

全うするとの観点からは、適当ではない。そこで、本条例では、個別

具体的に、開示することによって実施機関の適正な意思決定に支障を

及ぼすおそれの有無及び程度を考慮して不開示とされる情報の範囲

を画することとした。

すなわち、実施機関内部又は実施機関相互の間の審議・検討又は協

議に関する情報が開示されると、外部からの圧力や干渉等の影響を受

けることなどにより、率直な意見の交換又は意思決定の中立性が損な

われる場合がある。また、未成熟な情報が開示され又は情報が尚早な

時期に開示されると、誤解や憶測に基づき市民の間に混乱を生じさ

せ、又は投機を助長するなどして特定の者に利益を与え若しくは不利

益を及ぼす場合がある。検討途中の段階の情報を開示することの公益

性を考慮してもなお、これらの実施機関の意思決定に対する支障が看

過し得ない程度のものである場合には、これを不開示とすべき合理的

な理由が認められる。このような考え方から、本条例では、それぞれ
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の場合に「不当に」との要件を付加した上で、これらのおそれのある

情報を不開示情報とすることとした。

予想される支障が「不当」なものであるかの判断は、当該情報の性

質に照らし、開示することによる利益と不開示とすることによる利益

とを比較街量してなされるべきである。なお、本号において、人の生

命、身体等を保護するために開示することがより必要であると認めら

れる情報を明示的に除外していないのは、「不当に」の要件の判断に

際し、種々の利益が衡量されることが予定されているからである。

参考

実施機関としての最終的な意思決定前における審議、協議、調査、

試験研究等に関し、実施機関が作成し、又は取得した情報は、意思形

成の過程において発生し、利用される情報であり、例えば、制度改正

に係る検討案などの行政内部の意思形成に直接関わる情報のほか行

政内部での会議の記録などの意思形成に至る経過の記録、意思形成に

関連して作成取得した資料類なども含むものである。

実施機関としての最終的な意思決定前にある情報の例

① 行政機関相互間の照会・回答結果など意見交換の相手方・形式・

内容・結果・その政策形成への影響等に関する情報など

② 内部検討段階での試案・試算等、検討課題・問題点等として内

部で検討された事項・その検討経過など

なお、本号は市に限定させず、国等の事務事業も対象としているた

め、国等における意思形成が終了していなければ、全体として意思形

成過程における情報として同様に取り扱うものがある。

２ 審議会等に関する情報

審議会等（法律又は条例の定めるところにより附属機関として設置

されるもののほか、要綱に基づき設置される協議会、懇談会等をい

う。）の会議に関する情報は、野田市審議会等の会議に関する要項（内

規）の規定により運用するものとする。

なお、非公開の決定をした審議会の会議録の開示請求については、

非公開の決定をした事由等を勘案の上、対応をすることとする。

第６号 実施機関の事務・事業に関する情報

(6) 監査、検査、取締り、争訟、交渉、契約、試験、調査、研究、
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人事管理、市が行う事業経営その他実施機関の事務又は事業に関す

る情報であって、開示することにより、当該事務又は事業の性質上、

当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの

【趣旨】

本号は、実施機関の事務又は事業に関する情報であって、開示するこ

とにより当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるものを不開示とするものである。

【解釈・運用】

１ 実施機関が行う全ての事務・事業は、法令等に基づき、公益に適合

するように行われなければならない。したがって、開示することによ

り、その事務・事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれのある情報は、

不開示とする合理的な理由が認められる。そこで、実施機関の事務又

は事業に関する情報であって、開示することにより、当該事務又は事

業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるものを不開示情報とした。

２ 監査、検査等、本号に列記された事務・事業は、実施機関に共通的

に見られる事務・事業であって、開示するとその適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがある情報を含むことが容易に想定されるものを例示

的に掲げたものであり、その他全ての個別の事務・事業が本号の対象

となる。

開示することによりその適正な遂行に支障を及ぼすおそれのある

事務・事業を事項的に全て列記することは技術的に困難であり、実益

も乏しいことから「その他実施機関の事務又は事業」という包括的な

表現を用いたが、不開示とされるのは、これらの情報のうち当該事

務・事業の性質上その適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもので

ある。

３ 「適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」は、実施機関に広範な裁量権

限を与える趣旨ではない。本号が人の生命、身体等を保護するために

開示することがより必要と認められる情報を明示的に除外していな

いのは、公益的な開示の必要性等の種々の利益を衡量した上での「適

正」が要求されているからである。したがって、「支障」の程度は名

目的なものでは足りず実質的なものが要求され、「おそれ」の程度も

単なる確率的な可能性ではなく法的保護に値する蓋然性が当然に要
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求されることとなる。その具体的な基準については、全ての行政の事

務・事業について、この条例であらかじめ定めることは困難である。

しかしながら、行政手続条例の規定に基づき、各実施機関において審

査基準が定められることになり、その審査基準と開示請求の処理の具

体的な運用は、不服審査会や裁判所の個別具体的な評価・判断に服す

ることにより、それらが適正であることが保障されている。

なお、監査、交渉、試験その他同種のものが反復されるような性質

の事務・事業にあっては、ある個別の事務・事業に関する情報を開示

すると、将来の同種の事務・事業の適正な遂行に支障が生ずることが

あり得るが、これも、当該事務・事業の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがある場合に当たることとなる。

４ 「実施機関の事務・事業に関する情報」に該当する情報の具体的内

容の例示は、次のようなものがある。

大分類 中分類 小分類 情報の具体的内容の例示

１ 開示

するこ

とによ

り、事

務事業

の公正

な執行

を妨げ

るおそ

れがあ

るもの

(1) 当該事

務の公正

を確保す

るため、特

定の情報

を不開示

とする必

要がある

もの

① 開示す

ることに

より、当該

事務を実

施する目

的が失わ

れるおそ

れのある

もの

実施前の試験問題、採点基

準、実施前の入札予定価格

など

② 開示す

ることに

より、当該

事務の公

正な執行

を妨げる

おそれの

あるもの

市税徴税に係るテクニッ

ク集、立入検査等の計画の

内容（実施日時・対象地

区・検査項目・検査方法等）

など

③ 開示す

ることに

訴訟その他の争訟事案に

係る市の処理方針、顧問弁
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より、市の

権利行使

が損なわ

れるなど

当該事務

の公正な

執行を妨

げるおそ

れのある

もの

護士との打合せの内容・準

備書面等に関する情報な

ど

(2) その他

開示する

ことによ

り、事務事

業の公正

な執行を

妨げるお

それのあ

るもの

契約業者に係る評定に関

する情報など

２ 開示

するこ

とによ

り、反

複継続

される

同種の

事務事

業の公

正又は

適正な

執行を

妨げる

おそれ

(1) 開示す

ることに

より、経費

が著しく

増大し、又

は事業の

実施の時

期が大幅

に遅れる

おそれの

あるもの

○ 土地の購入に係る計画の内容・土地

の所在・交渉の相手方・交渉の方針等

○ 買収・売却予定地の市内部での方針

等

○ 購入予定品目、数量の市内部での見

積り等

○ 用地買収・損失補償等に係る交渉等

対外的交渉に係る市の方針等

(2) その他

開示する

ことによ



51

のある

もの

り、事務事

業の適正

な執行を

妨げるお

それのあ

るもの

３ 開示

するこ

とによ

り、反

復継続

される

同種の

事務事

業の公

正又は

適正な

執行を

妨げる

おそれ

のある

もの

(1) 事務事

業の実施

の基準等

に関する

情 報 で

あって、開

示するこ

とにより、

当該事務

事業の公

正又は適

正な執行

を妨げる

おそれの

あるもの

○ 積算歩掛・積算単価等入札予定価格

の算定の基礎となる資料等のうち、こ

れに当たるもの

○ 損害賠償・損失補償等に係る額の算

定基準（算定項目・計算式・単価等）

等のうち、これに当たるもの

(2) 事務事

業の実施

の経過に

関する情

報であっ

て、開示す

ることに

より、以後

の同種の

事務事業

の公正又

は適正な

○ 過去の契約締結等に関する情報で将

来の入札予定価格等が推定されるもの

○ 過去の損害賠償・損失補償・用地買

収等に係る交渉の経過・内容等のうち、

これに当たるもの
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執行を妨

げるおそ

れのある

もの

(3) その他

開示する

ことによ

り、反復継

続される

同種の事

務事業の

公正又は

適正な執

行を妨げ

るおそれ

のあるも

の

４ 開示

するこ

とによ

り、人

事行政

の効率

的又は

安定的

運営を

阻害す

るおそ

れのあ

る情報

(1) 開示す

ることによ

り、公正か

つ適正な任

免等を阻害

するおそれ

のある情報

① 選考、採用等の

公正、適正を確保

するため、

不開示とする必

要がある情報

選考の内容、合否の

決定に至る経過等

が明らかになる情

報

② 人事異動の公

正・適正を確保す

るため不開示と

する必要がある

情報

昇任、昇格、転任等

の人事異動の経過

が明らかになる情

報など

③ 人員配置の公

正・適正を確保す

るため不開示と

する必要がある

情報

定数の算定経過、改

正理由、管理方針等

が明らかになる情

報などのうち、これ

に当たるもの

④ その他公正か 退職予定者数に関
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つ適正な任免等

を確保するため、

不開示とする必

要がある情報

する情報などのう

ち、これに当たるも

の

(2) 開示す

ることに

より、公務

能率の確

保又は公

務秩序の

維持を阻

害するお

それのあ

る情報

① 勤務評定の公

正・適正を確保す

るため不開示と

する必要がある

情報

評定の具体的な内

容等が明らかにな

る情報などのうち、

これに当たるもの

② 処分の公正適

正を確保するた

め、不開示とする

必要がある情報

分限処分・懲戒処分

の内容等に関する

情報などのうち、こ

れに当たるもの

③ 適正な服務規

律を確保するた

め、不開示とする

必要がある情報

出勤状況等に関す

る情報など

④ 適正な勤務条

件を確保するた

め、不開示とする

必要がある情報

昇給等の決定経過

に関する情報など

⑤ その他公務能

率の確保又は公

務秩序の維持を

阻害するおそれ

のあるもの

被表彰候補者の選

考過程に関する情

報などのうち、これ

に当たるもの

(3) その他

人事行政

の効率的

又は安定

的運営を

阻害する

おそれの
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ある情報

５ その他人事行政の公

正かつ円滑な運営を阻

害するおそれのある情

報

職員団体との交渉

方針、対応策等に関

する情報

注 ４の(2)の①～⑤までの例は、いずれも個人情報以外の情報に係るも

のをいう。個人情報に該当するものは、第２号の規定により開示しな

いものとする。

（公益上の理由による裁量的開示）

第７条 実施機関は、開示請求に係る行政文書に不開示情報が記録さ

れている場合において、不開示情報の規定により保護される利益に

優越する公益上の理由があると認めるときは、前２条の規定にかか

わらず、開示請求者に対し、当該行政文書を開示することができる。

（公益上の理由による裁量的開示）

第７条 実施機関は、開示請求に係る行政文書に不開示情報が記録さ

れている場合において、不開示情報の規定により保護される利益に

優越する公益上の理由があると認めるときは、前２条の規定にかか

わらず、開示請求者に対し、当該行政文書を開示することができる。

【摘要】

条例第６条の判断自体においては不開示情報に該当する場合であって

も、個別具体的な事案における特殊な事情によっては、不開示情報の規

定により保護される利益を、開示することの利益が優越するときは、開

示することができることを規定するものである。

適用を検討するときは、直ちに総務課に相談すること。

○ 本条を適用して開示請求者以外の第三者の情報の開示の決定をする

際は、当該第三者に意見を述べる機会を与える必要がある（条例第１

３条第２項）。

【趣旨】

第６条に掲げる不開示情報は、人の生命、身体等を保護するために開

示することがより必要なものを除くなどの利益衡量を行った上でなお

不開示をすることの必要性が認められる情報であるから、実施機関がこ

れをみだりに公開することは、公益に反し、許されないこととなる。し

かしながら、個別具体的な場合においては、開示することに優越的な公

益が認められる場合があり得るところであり、このような場合には、実

施機関の高度の行政的判断により開示することができるとするもので

ある。

【解釈・運用】

１ 実施機関が開示することの公益性を判断するに当たっては、個々の

不開示情報の規定による保護利益の性質及び内容を考慮し、これを不

当に侵害することがないようにしなければならない。とりわけ、個人

の人格的な利益その他憲法上保障されている利益については、慎重な

配慮が求められる。

２ 具体的な開示請求に対する決定についての行政不服審査の過程に

おいて、野田市情報公開・個人情報保護審査会は、この規定の適用・

不適用について、審査することができる。

参考
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行政不服審査法（抜粋）

（この法律の趣旨）

第１条 この法律は、行政庁の違法又は不当な処分その他公権力の行使

に当たる行為に関し、国民に対して広く行政庁に対する不服申立ての

みちを開くことによって、簡易迅速な手続による国民の権利利益の救

済を図るとともに、行政の適正な運営を確保することを目的とする。

２ 行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為に関する不服申立

てについては、他の法律に特別の定めがある場合を除くほか、この法

律の定めるところによる。

（異議申立期間）

第４５条 異議申立ては、処分があったことを知った日の翌日から起算

して６０日以内にしなければならない。

（決定）

第４７条 異議申立てが法定の期間経過後にされたものであるとき、そ

の他不適法であるときは、処分庁は、決定で、当該申立てを却下する。

２ 異議申立てが理由がないときは、処分庁は、決定で、当該異議申立

てを棄却する。

３ 処分（事実行為を除く。）についての異議申立てが理由あるときは、

処分庁は、決定で、当該処分の全部若しくは一部を取り消し、又はこ

れを変更する。ただし、異議申立人の不利益に当該処分を変更するこ

とができず、また、当該処分が法令に基づく審議会その他の合議制の

行政機関の答申に基づいてされたものであるときは、さらに当該行政

機関に諮問し、その答申に基づかなければ、当該処分の全部若しくは

一部を取り消し、又はこれを変更することができない。

（行政文書の存否に関する情報）

第８条 開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在してい

るか、又は存在していないかを答えるだけで、不開示情報の規定に

より保護される利益が不開示情報を開示した場合と同様に害され

ることとなるときは、実施機関は、開示請求に係る行政文書の存否

を明らかにしないで、請求を拒否することができる。

（行政文書の存否に関する情報）

第８条 開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在してい

るか、又は存在していないかを答えるだけで、不開示情報の規定に

より保護される利益が不開示情報を開示した場合と同様に害され

ることとなるときは、実施機関は、開示請求に係る行政文書の存否

を明らかにしないで、請求を拒否することができる。

【摘要】 【趣旨】
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開示請求に対しては、当該請求に係る行政文書の存否を明らかにした

上で開示、不開示又は不存在の決定をすることが原則であるが、それら

の決定をすること自体が不開示情報の規定により保護される利益が害さ

れることとなる場合には、行政文書の存否を明らかにしないで開示請求

を拒否(存否応答拒否)することができるという例外措置を定めたもので

ある。

例えば、「Ａ氏に係る捜査機関からの照会に関する文書」についての開

示請求があった場合に、（存在する）「第２号の不開示情報に該当するた

め不開示の決定」や（存在しない）「文書不存在のため請求拒否の決定」

をすることで、存在の有無が明らかになり、これによってＡ氏が捜査の

対象となっている事実の有無が明らかになる。このような事実の有無は、

第２号や第４号の不開示情報に該当するため、本条の規定により存否応

答拒否をする。

※ 『対応マニュアル』P.１３

開示請求を拒否するときは、開示請求に係る行政文書の存否を明らか

にした上で拒否することが原則である。しかしながら、開示請求に係る

行政文書の存否を明らかにするだけで、不開示情報の規定により保護さ

れる利益が害されることとなる場合がある。例えば特定の個人の病歴の

情報などのように、その開示請求に対し、当該行政文書は存在するが不

開示とする、又は当該行政文書は存在しないと回答するだけで、不開示

情報の保護利益が害されることとなる場合がある。また、開示請求が探

索的になされた場合、例えば、特定分野に限定しての試験問題の出題予

定に関する情報等が開示請求された場合などは、行政文書の存否に関す

る情報と開示請求に含まれる情報とが結合することにより、不開示又は

不存在と回答するだけで、不開示情報の保護利益が害されることがあり

得る。このような事態に適切に対処するため、本条は開示請求に係る行

政文書の存否を明らかにしないで開示請求を拒否できる場合について

の規定を設けることとした。

【解釈・運用】

この規定の適用範囲を一部の不開示情報の類型に限定することは、そ

れぞれの不開示情報について上記のような問題が生ずることに照らし

適当ではなく、また、保護利益の侵害の程度で限定することも、不開示

情報を合理的な範囲に限定した本条例の趣旨に照らし適当ではない。い

ずれにしても、この規定を適用して開示請求を拒否するときは、当該拒

否決定に際し、必要にして十分な拒否理由の提示をする必要があり、ま

た、請求拒否決定に対し行政上及び司法上の救済を求めることができる

ので、この規定の適正な運用は確保されることになる。

（開示請求に対する措置）

第９条 開示請求に係る行政文書を開示するときは、実施機関は、開

示の決定をし、開示請求者に対し、書面で、その旨及び開示の実施

に関し必要な事項を通知しなければならない。

２ 開示請求に係る行政文書を開示しないときは、実施機関は、請求

拒否の決定をし、開示請求者に対し、書面で、その旨を通知しなけ

ればならない。

３ 前条の規定により請求を拒否するとき及び開示請求に係る行政

文書が存在しないことその他の理由により請求を拒否するときも、

（開示請求に対する措置）

第９条 開示請求に係る行政文書を開示するときは、実施機関は、開

示の決定をし、開示請求者に対し、書面で、その旨及び開示の実施

に関し必要な事項を通知しなければならない。

２ 開示請求に係る行政文書を開示しないときは、実施機関は、請求

拒否の決定をし、開示請求者に対し、書面で、その旨を通知しなけ

ればならない。

３ 前条の規定により請求を拒否するとき及び開示請求に係る行政

文書が存在しないことその他の理由により請求を拒否するときも、
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前項と同様とする。 前項と同様とする。

【摘要】

第１項

・決定通知書の交付は、請求者が開示の実施のために来庁したときに

行うことを原則とする。ただし、請求者の希望に応じて郵送も行う。

・開示をする日時については、「○月○日○時以降」というように開示

の実施の準備が整う時間を記載し、同日時以降であれば、請求者の

都合の良い日時に開示をすることを原則とする。

※ 『対応マニュアル』P.１５

【趣旨】

本号は、開示請求に係る行政文書を開示する手続等について定めたも

のである。

【解釈・運用】

１ 開示請求に対する終局的な決定には、開示の決定と請求拒否の決定

がある。開示の決定については、書面により、開示の決定の内容及び

開示の実施に関する事項を開示請求者に通知する。

開示の決定の通知に当たっては、開示の決定後、開示の準備をし、

準備が整った後、直ちに電話で開示請求者に連絡をすることとし、決

定通知書は、開示の実施の際に、請求に係る行政文書の開示と合わせ

て行うこととする。

決定通知書の開示の日時の欄については、開示の実施が可能となる

日時を記載するものとする。

なお、開示の実施は、開示に伴う事務処理に要する期間を勘案しつ

つ、速やかに行わなければならない。

２ 請求拒否の決定については、不開示情報が記録されているために開

示請求に係る行政文書を開示しない場合と、第８条（存否関係）の規

定に該当すること、開示請求に係る行政文書が存在しないこと、その

他の理由により、例えば、開示請求制度が適用されない文書に対する

請求であることなどの理由により請求を拒否する場合とがあるが、い

ずれも請求拒否の処分とし、拒否決定を書面で通知する。

なお、この決定については、野田市行政手続条例の定めるところに

より、必要十分な理由の提示をしなければならない。

３ 部分開示の決定については、開示される部分については第９条第１

項、開示されない部分については同条第２項の定めるところにより、

決定することになる。

（開示等決定の期限）

第１０条 前条に規定する決定（以下「開示等決定」という。）は、

開示請求があった日の翌日から起算して１５日以内にしなければ

ならない。ただし、第４条第２項の規定により補正を求めた場合に

あっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。

（開示等決定の期限）

第１０条 前条に規定する決定（以下「開示等決定」という。）は、

開示請求があった後１５日以内にしなければならない。ただし、第

４条第２項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に

要した日数は、当該期間に算入しない。
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２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他

正当な理由により同項に規定する期間内に開示等決定をすること

ができないときは、３０日を限度として、これを延長することがで

きる。この場合において、実施機関は、開示請求者に対し、同項の

期間内に開示等決定ができない理由及び延長する期間を通知しな

ければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他

正当な理由により同項に規定する期間内に開示等決定をすること

ができないときは、３０日を限度として、これを延長することがで

きる。この場合において、実施機関は、開示請求者に対し、同項の

期間内に開示等決定ができない理由及び延長する期間を通知しな

ければならない。

【摘要】

第１項

例えば、１日に開示請求書を受理した場合は、１６日が開示決定等の

期限となる。ただし、１６日が市役所の閉庁日に該当するときは、１６

日以降の開庁日が期限となる。

当然、期限内であっても、できる限り速やかに決定し、通知又は連絡

をすること。

第２項

第三者意見照会を実施する場合等の正当な理由により１５日以内に開

示等の決定ができないときは、請求者に開示等の決定の期限の延長を理

由とともに通知する。この場合において、延長の日数は必要最小限の日

数とし、延長後の期限内であっても、できる限り早期に決定を行うこと。

【趣旨】

本条は、行政文書の請求に対して、実施機関は一定の期間内に開示又

は不開示の決定をなすべきこと及びその手続について定めたものであ

る。

【解釈・運用】

１ 原則的な処理期限を、適法な開示請求が行政機関に到達してから１

５日以内とし、（もとより、開示請求の内容等によっては１５日を要

しないものが多いと思われ、その場合には、速やかに処理すべきであ

る。）、事務処理上の困難その他正当な理由がある場合には、３０日

を限度として、その期限を延長することができることとした。

２ 個々の開示請求に対する決定をするために要する期間は、開示請求

の対象となる情報の量の多少、不開示情報該当性の審査、判断の難易、

第三者保護手続の要否、行政機関の事務の繁忙の状況等により、おの

ずから違いがあり、一義的に定めることは困難である。

（著しく大量な行政文書の開示請求に係る開示等決定の期限の特

例）

第１１条 開示請求に係る行政文書が著しく大量であるため、４５日

以内にそのすべてについて開示等決定をすることにより事務の遂

行に著しい支障を生ずるおそれがある場合には、実施機関は、開示

請求に係る行政文書の相当の部分につき、当該期間内に開示等決定

をし、残りの部分については、相当の期間内に開示等決定をすれば

足りる。この場合においては、前条第１項の期間内に、同条第２項

後段の規定の例により、開示請求者に通知しなければならない。

（著しく大量な行政文書の開示請求に係る開示等決定の期限の特

例）

第１１条 開示請求に係る行政文書が著しく大量であるため、４５日

以内にそのすべてについて開示等決定をすることにより事務の遂

行に著しい支障を生ずるおそれがある場合には、実施機関は、開示

請求に係る行政文書の相当の部分につき、当該期間内に開示等決定

をし、残りの部分については、相当の期間内に開示等決定をすれば

足りる。この場合においては、前条第１項の期間内に、同条第２項

後段の規定の例により、開示請求者に通知しなければならない。

【摘要】

例えば、１日に開示請求書を受理した場合は、１６日（閉庁日を除く。）

【趣旨】

開示請求に係る行政文書が著しく大量であるため、４５日以内にその
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までに本条を適用するか否かの判断を要する。

適用する事例はないと想定されるが、本条を適用する場合は、請求者

に開示等の決定の期限の延長を理由とともに通知する。なお、通知の時

点で４５日以内に開示等決定をする部分とそうでない部分とを明らかに

する必要はないが、延長ができるのは相当の期間内に限られるため、延

長の日数は慎重に検討することとし、できる限り早期に決定を行うこと。

全てについて開示等決定をすることにより事務の遂行に著しい支障が

生ずるおそれがあるときは、実施機関は、４５日以内にその相当の部分

につき開示等決定をし、残りの部分については相当の期間内に開示等の

決定をすれば足りることとした。

【解釈・運用）

１ この処理期限の特例の規定の適用については、請求があった後比較

的早期に判断することが可能であるので、この規定を適用する場合に

は、実施機関は、１５日以内に、開示請求者に対し、４５日以内に開

示請求の全てについて開示等決定をすることができない理由及び４

５日以内に開示等決定をする部分以外の部分についての開示等決定

の期限を通知しなければならない。

２ 上記の場合、現実に開示された内容によっては、残りの部分の開示

請求を維持する必要がなくなる事態も予想されるので、相当の部分の

開示後、適宜の方法で開示請求者の意思を確認するなどの運用上の措

置も有用である。

３ 特定の部局の保有する全ての行政文書の開示請求や実施機関の事

務遂行能力を減殺させることを目的とする開示請求等に対しては、特

別の規定を設けてはいないが、権利濫用に関する一般法理を適用する

ことによって対処することができると考えられる。

（事案の移送）

第１２条 実施機関は、開示請求に係る行政文書が他の実施機関によ

り作成されたものであるときその他相当の理由があるときは、関係

実施機関と協議の上、事案を移送することができる。この場合にお

いては、開示請求者に対し、その旨を通知しなければならない。

（事案の移送）

第１２条 実施機関は、開示請求に係る行政文書が他の実施機関によ

り作成されたものであるときその他相当の理由があるときは、関係

実施機関と協議の上、事案を移送することができる。この場合にお

いては、開示請求者に対し、その旨を通知しなければならない。

【摘要】

他の実施機関から提供を受けた行政文書についての開示請求があり、

提供元の実施機関でなければ適切な開示等の判断ができない場合など、

相当の理由があるときは、開示等の判断を他の実施機関に移送すること

ができる。この場合は、開示請求を受けた実施機関が請求者に事案を移

送した旨を書面により通知する。

これまでに適用した事例はないが、他の実施機関から提供を受けた行

政文書の開示請求があったときは、総務課に相談すること。

【趣旨、解釈・運用】

開示請求に係る行政文書が他の実施機関により作成されたものであ

るときや当該行政文書に他の実施機関の事務に密接な関連を有する情

報が記録されているときなどは、当該他の実施機関の判断にゆだねた方

が迅速かつ適切な処理に資することがあると考えられるので、実施機関

は、当該他の実施機関と協議の上、事案を移送することができることと

した。

この移送措置は、行政の内部的な問題であるから、処理期限は、当初
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の開示請求の時点から進行する。また、開示請求者に不利益が及ばない

よう、事案の移送は、実施機関相互の協議が整った場合に限り可能とす

るものであり、これが整わない場合は開示請求を受けた実施機関が処理

することとなる。

（第三者保護に関する手続）

第１３条 開示請求に係る行政文書に国、独立行政法人等、他の地方

公共団体、地方独立行政法人及び開示請求者以外の者（以下「第三

者」という。）に関する情報が記録されているときは、実施機関は、

開示等決定をするに際し、当該第三者の意見を聴くことができる。

２ 開示請求に係る行政文書に第三者に関する情報が記録されてい

る場合において、第６条第２号ただし書エ、同条第３号ただし書又

は第７条の規定によりこれを開示しようとするときは、実施機関

は、開示の決定に先立ち、当該第三者に対し、所定の事項を通知し

て、意見を述べる機会を与えなければならない。

３ 前２項に定める手続がとられた場合において、当該行政文書を開

示するときは、実施機関は、開示の決定と開示を実施する期日との

間に当該第三者が審査請求の手続を講ずるに足りる相当の期間を

確保するとともに、開示の決定後速やかに、当該第三者に対し、所

定の事項を通知するものとする。

（第三者保護に関する手続）

第１３条 開示請求に係る行政文書に国、独立行政法人等、他の地方

公共団体、地方独立行政法人及び開示請求者以外の者（以下「第三

者」という。）に関する情報が記録されているときは、実施機関は、

開示等決定をするに際し、当該第三者の意見を聴くことができる。

２ 開示請求に係る行政文書に第三者に関する情報が記録されてい

る場合において、第６条第２号ただし書エ、同条第３号ただし書又

は第７条の規定によりこれを開示しようとするときは、実施機関

は、開示の決定に先立ち、当該第三者に対し、所定の事項を通知し

て、意見を述べる機会を与えなければならない。

３ 前２項に定める手続がとられた場合において、当該行政文書を開

示するときは、実施機関は、開示の決定と開示を実施する期日との

間に当該第三者が審査請求の手続を講ずるに足りる相当の期間を

確保するとともに、開示の決定後速やかに、当該第三者に対し、所

定の事項を通知するものとする。

【摘要】

※ 具体的な手続については、『対応マニュアル』P.１５を参照すること。

第１項

開示請求に係る行政文書に、国、独立行政法人等、他の地方公共団体、

地方独立行政法人及び開示請求者以外の者（第三者）に関する情報が記

録されている場合は、開示請求を受けた実施機関が、第三者の正当な権

利利益の保護に関する不開示情報の規定に該当するかどうかを適切に判

断するために必要な調査の一環として、当該第三者から意見を聴くこと

ができることとした。

第２項

人の生命、身体、健康、財産又は生活を保護するためや公益上の理由

により不開示情報を開示しようとするときは、当該情報に係る者に意見

【趣旨、解釈・運用】

開示請求に係る行政文書に、国、地方公共団体及び開示請求者以外の

者（第三者）に関する情報が記録されている場合は、開示請求を受けた

実施機関が、第三者の正当な権利利益の保護に関する不開示情報の規定

に該当するかどうかを適切に判断するために必要な調査の一環として、

当該第三者から意見を聴くことができることとした。

また、開示請求に係る行政文書に人の生命、身体等の保護のためとい

う公益的理由により不開示情報から除外されるものが記録されている

とき又は不開示情報が記録されているが優越する公益の存在を理由と

して当該行政文書を開示するときには、関係者の利益との調整の必要性

が類型的に認められるので、実施機関は、開示の決定に先立ち、当該第

三者に意見を述べる機会を与えなければならないこととした。

このようにして、第三者から意見を聴き、又は意見を述べる機会を与
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を述べる機会を与える必要があるので注意すること。

第３項

第三者から意見を聴き、又は意見を述べる機会を与えた場合において、

当該情報を開示しようとするときは、当該第三者からの不服申立ての機

会を確保することが第三者の正当な権利利益を保護するために適当であ

るので、開示の決定を当該第三者に通知するとともに、開示の決定と開

示の実施との間に不服申立手続を講ずるに足りる相当の期間を確保する

こととした。

※ 「第三者」の範囲から国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地

方独立行政法人（以下本条の摘要において「国等」という。）を除いて

いるが、国等からの意見聴取の必要性自体を否定しているわけではな

い。しかし、開示の可否の決定は、第一義的に実施機関が行うべきも

のであり、安易に国等に対して意見照会を実施し、安易にその意見に

寄り添う決定をすることは避けられなければならない。したがって、

①実施機関が開示の可否を判断する際の判断材料の不足を補う意味で

の照会や、②不開示としようとする判断をしたときに、開示にならな

いかを確認する意味で行う照会に限って行うものとする。

※※ ①の具体例 警察職員の氏名が記録された行政文書の開示請求が

あった際に、警部補以下の階級にある警察官の氏名は、野田市条例

第６条第４号の「開示することにより、犯罪の予防又は捜査、公訴

の維持、刑の執行、警備その他の公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある情報」に該

当し、不開示であると実施機関が判断しているところだが、各実施

機関は警察職員の階級の情報を保有していないため、警察に対して、

当該警察職員が警部補以下の階級にあるかを照会する例がある。な

お、警部補以下の階級にある警察官の氏名は、千葉県情報公開条例

（平成１２年千葉県条例第６５号）第８条第２号ハ及び千葉県情報

公開条例第８条第２号ハの警察職員を定める規則（平成１７年千葉

県規則第６６号）の規定による不開示情報でもある。

えた場合において、当該情報を開示しようとするときは、当該第三者か

らの不服申立ての機会を確保することが第三者の正当な権利利益を保

護するために適当であるので、開示の決定を当該第三者に通知するとと

もに、開示の決定と開示の実施との間に不服申立手続を講ずるに足りる

相当の期間を確保することとした。
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（開示の方法等）

第１４条 行政文書の開示は、次の各号に掲げる行政文書の区分に応

じ、当該各号に定める方法により行う。

(1) 文書又は図画にあっては、当該開示請求に係る部分の閲覧又

は写しの交付

(2) 電磁的記録にあっては、当該開示請求に係る部分の視聴、閲

覧、写しの交付その他の電磁的記録の種類、情報化の進展状況等

を勘案して規則で定める方法

２ 前項各号の視聴又は閲覧の方法による行政文書の開示にあって

は、実施機関は、当該行政文書の保存に支障を生ずるおそれがある

と認めるときその他合理的な理由があるときは、その写しによりこ

れを行うことができる。

３ 行政文書の視聴又は閲覧は、実施機関が指定する日時及び場所に

おいてしなければならない。

４ 行政文書の視聴又は閲覧をする者は、行政文書を丁寧に取り扱

い、汚損、破損、加筆等の行為をしてはならない。

５ 実施機関は、行政文書の視聴又は閲覧を受ける者が当該視聴又は

閲覧に係る行政文書を汚損し、若しくは破損し、又はその内容を損

傷するおそれがあると認めるときは、当該行政文書の視聴又は閲覧

を中止させることができる。

６ 第１項各号の写しの交付の方法による行政文書の開示における

交付部数は、当該行政文書１件につき１部とする。

【摘要】

第１項

○ 開示の実施方法について（『対応マニュアル』P.６）

閲覧

無料である。カメラ機能が付いたポータブル機器（スマートホン

やデジタルカメラなど）やポータブルスキャナーの使用も可能であ

る（使用する機器及び必要な電源等を請求者が持参する場合に限

る。）。

(開示の方法)

第１４条 行政文書の開示の方法は、規則で定めるものとする。

【趣旨】

開示に係る技術的な問題に対処するため、開示の方法は、規則で定める

こととした。

【解釈・運用】

１ 行政文書の開示には、閲覧及び写しの交付があるが、行政文書の性

質や媒体の種類によっては、技術的な制約が避けられない場合があ

る。例えば、原本保護の必要性から原本自体を閲覧に供することが適

当でない場合は写しの閲覧又は写しの交付により、磁気ディスク等で

あって部分開示の作業が技術的に困難な場合は印字物に部分削除の

加工をしたものの閲覧又は交付によることができるとするなどの措

置が必要な場合などである。

２ 行政文書の開示の実施について

(1) 行政文書の開示については、実施機関は開示の決定等の後、開示

の準備をし、準備が整った後、直ちに請求者に連絡しなければなら

ない。

実施機関は、請求者が郵送による開示を求めた場合には、開示の

準備が整ったことの連絡に合わせて、開示請求に係る行政文書を郵

送するための封筒及び郵送料並びに当該行政文書の写しの作成に

要する費用を実施機関へ郵送する旨を連絡し、当該封筒及び郵送料

並びに費用を受領後、郵送するものとする。

(2) 開示の実施方法

ア 行政文書の開示の実施については、当該行政文書の写しを閲覧

に供すること又は当該行政文書の写しを交付することにより行

うものとする。ただし、実施機関は、請求者が当該行政文書の原

本の閲覧を求めた場合には、行政文書の保存に支障が生じるおそ

れがあるとき又は不開示情報が含まれている行政文書であると

きを除いて、原則として対応することとする。

イ マイクロフィルムについては、原則として、当該部分をリー

ダープリンターにより出力したものを開示することにより行う

ものとする。

ウ 電磁的記録については、当分の間、全部開示可能なもののみ、
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写しの交付

請求者に費用の負担が必要となる。

⇒ 費用の負担については、条例第１５条を参照すること。

閲覧及び写しの交付

開示の決定をされた文書を閲覧し、必要なページのみの写しの交

付も可能とする。

※ 閲覧は、原本の写しで実施し、請求者が選択したページそのも

のを交付する。

郵送による写しの交付

請求者には、写しの交付に要する費用のほか、郵送に要する費用

の負担（切手を貼った返信用封筒の提出）が必要となる。

○ 不開示情報が含まれていない電磁的記録の写しの交付の方法は、画

面を印刷した文書による方法及びＣＤ－Ｒなどの可搬型の記憶媒体へ

の複写による方法のいずれも可能であるが、閲覧の方法は、画面を印

刷した文書による方法のみとする。

◎ 「図画」には、写真やフィルムが含まれる。

「電磁的記録」には、磁気テープや光ディスクなども含まれる。

開示の実施方法は、市が保有する機器により対応できる方法に限る。

第２項

閲覧は、原則として原本の写しにより行う。

第５項

視聴又は閲覧を中止させるときは、閲覧者にその理由を説明し、弁明

の機会を付与すること。

第６項

１回の請求につき、写しは１部しか交付しないということであり、以

前開示したことがある文書について、開示請求を受け付けないというこ

ディスプレイ等に表示することにより行うものとする。

エ 行政文書の開示を実施するときは、原則として、実施機関の職

員が立ち会うものとする。

オ 行政文書の原本を開示するに当たって、当該行政文書を汚損

し、又は破損するおそれがあるときは、原本の開示を中止しなけ

ればならない。

(3) 写しの交付の方法

ア 行政文書の写しは、実施機関において作成し、情報公開コー

ナーで交付するものとする。

イ 行政文書については、原則として、Ａ４版の用紙を使用した複

写機により当該文書、図面及び写真を複写して作成する。ただし、

図面の写しを作成する等に際し、その原本がＡ３版を超える場合

は、原寸の用紙を用いて作成するものとする。

ウ 文書、図面又は写真が多色刷りの場合にあっては、多色刷りに

対応した複写機により写しを作成してこれを交付するものとす

る。

エ マイクロフィルムについては、Ａ３版までの用紙に印刷したも

のを交付するものとする。

オ ビデオテープ及び録音テープについては、同種同形式の記録媒

体に録画又は録音したものを交付することにより行うものとす

る。

カ 電磁的記録（ビデオテープ及び録音テープを除く。）について

は、当分の間、記録媒体に複製したものを交付することにより行

うものとする。
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とではないため、注意すること。

（手数料及び費用の負担）

第１５条 行政文書の開示に関する手数料は、無料とする。

２ この条例に定める行政文書の写しの交付を受けるものは、当該写

しの作成及び送付に要する費用を負担しなければならない。

（手数料及び費用の負担）

第１５条 行政文書の開示に関する手数料は、無料とする。

２ この条例に定める行政文書の写しの交付を受けるものは、当該写

しの作成及び送付に要する費用を負担しなければならない。

【摘要】

１ 写しの作成に要する費用及び納付方法

＜白黒文書＞

１枚１０円

※ Ａ２版以下の大きさに限る。

※ 両面印刷でも１枚１０円

※ カラー文書を請求者の希望に応じて白黒文書の写しの交付とす

ることは可能である。

※ カラーの部分が決裁の押印だけである起案文書については、白

黒文書にて写しの交付をすることを原則とする。当然、請求者の

希望に応じてカラー文書による写しの交付も行う。

＜カラー文書＞

１枚１０円

※ Ａ３版以下の大きさに限る。

※ 両面印刷でも１枚１０円

＜白黒Ａ２版又はカラーＡ３版を超える大きさの文書＞

白黒Ａ２版以下又はカラーＡ３版以下の大きさに分割し、複数枚と

する場合

⇒ 枚数に応じた額

＜デジタルデータ＞

・ＣＤ－Ｒへの複製の場合 １枚６５円

・ＤＶＤ－Ｒその他の可搬型の記憶媒体への複製の場合 実費に要

する額

※ 不開示情報が含まれていないデータに限る。

※ セキュリティの観点から、請求者の持参する機器への複製は認

めることはできない。

≪納付方法≫

【趣旨】

行政文書の開示に関する手数料については無料とするが、行政文書の

写しを作成する費用（複写費）及び当該行政文書の写しの送付に要する

費用（郵送料）については、請求者の負担とする旨を定めたものである。
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・来庁の場合

情報公開コーナーにおいて総務課職員に手渡しし、領収証を受け

取る。

・来庁以外の場合

① 実施機関が郵送する納付書により納付する。

② 定額小為替を実施機関に郵送する方法により納付する。領収証

は、開示対象文書の郵送時に同封させていただくか、又は別途郵

送する。

２ 写しの送付に要する費用及び納付方法

写しの送付に必要な料金分の切手を貼った返信用封筒を実施機関

に提出する。

※ 『対応マニュアル』P.７

（他の制度との調整等）

第１５条の２ この条例は、法令等の規定により行政文書を閲覧し、

若しくは縦覧し、又は行政文書の謄本、抄本等の交付を受けること

ができるときは、適用しない。

（他の制度との調整等）

第１７条 この条例は、法令等の規定により行政文書を閲覧し、若し

くは縦覧し、又は行政文書の謄本、抄本等の交付を受けることがで

きるときは、適用しない。

【摘要】

法令等の規定により閲覧や写しの交付等を求めることができる行政文

書であっても、閲覧期間の経過により閲覧できなくなった行政文書など

については、この条例による行政文書開示請求の対象となるため、留意

すること。

また、閲覧は認められるが、写しの交付は認められていない行政文書

について、この条例による行政文書開示請求（写しの交付を求めるもの）

の対象となるため、留意すること。

なお、開示等の決定に当たっては、法令等の規定の趣旨が写しの交付

は認めないというものであるのか等について確認すること。

【趣旨】

本号は、他の法令等に行政文書の閲覧を受けることができる等の規定

があるときは、本条例を適用しないことを定めるものである。

【解釈・運用】

１ 情報公開制度は、前述のとおり、市民には行政文書の開示を請求す

る権利を付与し、実施機関には、開示請求があった場合には不開示情

報に該当するものを除き開示することを義務付けるものである。

これに対し、個別の法令等により一定の行政文書を公表、公示、縦

覧等の手続により提供する旨又は閲覧、謄本、抄本の交付等の手続に

より開示する旨を定めているものがある。また、実施機関の職員に対

し、当該法令等の目的を実現するために、一定の行政文書を特定の手

続の下に提供若しくは開示する旨文は公にすることを禁止する旨を

定めているものである。

しかし、他の法令等の規定により開示を求めることができる行政文
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書であっても、閲覧期間の経過のため、当該法令等の規定により、閲

覧できなくなった行政文書については、この条例の規定が適用され

る。

したがって、次のような場合については、本条例により当該請求を

受理し、開示の可否の決定をすることとなる。

(1) 法令等が請求者を限定している場合において、当該請求者以外の

ものから行政文書の開示請求があったとき。

(2) 法令等が閲覧等の期間を限定している場合において、当該期間外

に行政文書の開示請求があったとき。

(3) 法令等が閲覧等の対象行政文書の範囲を限定している場合にお

いて、当該行政文書以外の関係文書の開示請求があったとき。

(4) 法令等が閲覧又は縦覧の手続についてのみ定めている場合にお

いて、行政文書の写しの交付の請求があったとき。

(5) 法令等が謄本、抄本その他の写しの交付の手続についてのみ定め

ている場合において、行政文書の開示のうち閲覧の請求があったと

き。

なお、これらの場合には、当該法令等において各々限定をしてい

る趣旨を十分把握し、法令秘情報等に該当するか否かの判断を慎重

に行うものとする。

２ 法令等の規定により、行政文書の閲覧等が定められているものの具

体的例示としては、次のようなものがある。

(1) 閲覧方法を定めているもの

① 地価公示台帳、地価公示図書（地価公示法（昭和４４年法律第

４９号）第７条第２項）

② 戸籍届出書等（戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第４８条

第２項）

③ 住民基本台帳（住民基本台帳法（昭和４２年法律第１８１号）

第１１条第１項）

④ 開発登録簿（都市計画法第４７条第５項）

⑤ 土地区画整理事業関係簿書（地区換地設計資料・同工事設計図）

（土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第８４条第２項）

⑥ 道路台帳（道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２８条第３

項）
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⑦ 河川台帳（河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１２条第４

項）

⑧ 公共下水道台帳（下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２３

条第３項）

⑨ 都市公園台帳（都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第１７

条第３項）

⑩ 建築計画概要書及び築造計画概要書（建築基準法第９３条の

２）

⑪ 選挙人名簿の抄本（公職選挙法第２８条の２及び第２８条の

３）

⑫ 選挙運動に関する収入及び支出報告書（公職選挙法第１９２条

第４項）

⑬ 固定資産評価審査等の記録（地方税法第４３３条第５項及び野

田市固定資産評価審査委員会規程（昭和４７年野田市固定資産評

価審査委員会規程第１号）第８条）

⑭ 野田市駐車場整備計画図書（駐車場法（昭和３２年法律第１０

６号）第４条第４項）

(2) 縦覧の方法を定めているもの

① 固定資産課税台帳（地方税法第４１５条）

② 都市計画の案（都市計画法第１７条）

③ 都市計画の決定図書又はその写し（都市計画法第２０条第２

項）

④ 都市計画○○事業認可申請書、許可図書（都市計画法第６２条

第２項）

⑤ 地区計画案の原案（野田市地区計画等の案の作成手続に関する

条例（平成２年野田市条例第２１号）第２条）

⑥ 公共下水道の僕用又は下水の処理開始、その区域の図面（告示）

（下水道法第９条第１項）

⑦ 地区土地区画整理事業の事業計画書一式（土地区画整理法第５

５条第１項及び第１０項）

⑧ 土地区画整理事業事業に係る施行規程及び事業計画（土地区画

整理法第６９条第１項及び第１０項）

⑨ 選挙人名簿（公職選挙法第２３条第１項）
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⑩ 農業委員会議事録（農業委員会等に関する法律（昭和２６年法

律第８８号）第２７条）

⑪ 建築協定書（建築基準法第７１条及び第７３条第３項）

(3) 謄本、抄本その他の写しの交付を定めているもの

① 住民票の写し（謄本、抄本）（住民基本台帳法第１２条第１項）

② 戸籍の附票の写し（住民基本台帳法第２０条）

③ 戸籍原本の写し（謄本、抄本）（戸籍法第１０条第１項）

④ 除籍簿（改正原戸籍も含む）（謄本、抄本）（戸籍法第１２条

の２）

⑤ 印鑑登録証明書の交付（野田市印鑑条例第７条の２）

⑥ 納税証明の交付（地方税法第２０条の１０）

⑦ 開発登録簿の写しの交付（都市計画法第４７条第５項）

⑧ 認可地縁団体台帳（地方自治法第２６０条の２第１２項）

３ 著作権法との関係

著作権法では、「思想又は感情を創作的に表現したものであって、

文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの（同法第２条第１号）」

を「著作物」として保護するものとしているが、実施機関の保有する

行政文書が第三者の著作物に該当する場合があるので、当該著作物に

対して開示請求がなされた場合、著作権者の承諾を得ずに開示すると

著作権法との抵触の問題が生ずる。

当該著作物が公表されている場合の複製権との問題については、著

作権法第４２条の２の規定により著作権の侵害にはならない。

当該著作物が未公表である場合に限り、著作権法第１８条の公表権

や同法第２１条の複製権を侵害するおそれが生じることになる。

このため、情報公開法の制定に伴い、行政機関の保有する情報の公

開に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１

１年法律第４３号）により著作権法が改正され、情報公開法との調整

がなされた。著作権法は、情報公開法と同趣旨の地方公共団体の情報

公開条例についても適用されるので、注意すべき点を記載する。

(1) 公表権との関係

ア 原則

著作者自身が、未公表の著作物を実施機関に提供した場合におい

て、開示決定時までに別段の意思表示をしないかぎりは、著作権法
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第１８条第３項第３号の規定により実施機関が当該著作物を公衆

に提供し、又は提示することにつき著作者は同意したものとみなす

ことから、著作者から開示に反対する旨の意見が表明されていない

場合には、開示に同意したものとみなされる。

なお、実務上は、著作物の対象となりうる文書を収受する場合に

は、収受時に開示請求がなされた場合の開示の可否を確認しておく

ことが望ましい。

また、第三者照会をした場合において決定期間内に回答がない場

合には、開示に同意したものとみなされることになる。

情報公開法施行前（平成１３年４月１日前）に著作者が実施機関

に提供した著作物で未公表のものについては、行政機関の保有する

情報の公開に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律附則第２項の規定により著作権法第１８条第３項は適用され

ないことから、開示等の決定に当たり、第三者照会をしなければな

らない。

イ 公表権の適用除外

著作物の内容が、条例第６条第２号ただし書エ、同条第３号ただ

し書又は第７条に該当し、開示すべき文書に該当する場合には、公

表権による保護の対象から除外される。この場合には、条例第１３

条第２項の規定により、著作権者に対して第三者照会が義務付けら

れることとなる。

(2) 氏名表示権との関係

条例の規定により、実施機関が著作物を開示する場合において、

当該著作物につき既にその著作者が表示しているところに従って

著作者名を表示するとき及び条例第９条第１項の規定により実施

機関が著作物を開示する場合において当該著作物の著作者名の表

示を省略することとなるときは、著作権法第１９条第４項の規定に

より同法第１９条第１項の氏名表示権の規定を適用しない。

(3) 複製権との関係

実施機関が条例の規定により著作物を開示する場合には、著作権

法第４２条の２の規定により条例で定める方法により開示するた

めに必要と認められる限度において当該著作物を利用することが

できることから、条例の規定により写しの交付を行うことは、複製
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権の侵害にはならない。

４ 個人情報の本人開示

条例第６条第２号に規定する個人情報に該当する情報を含む行政

文書を開示請求する場合については、何人からの請求によっても条例

第６条第２号の不開示情報に該当することから、このような開示請求

者本人の個人情報を含む開示請求については、野田市個人情報保護条

例に基づく個人情報の本人開示請求による制度の説明をし、それでも

なお、条例に基づく開示請求をする場合は、条例の規定に基づく対応

をすることとする。

（審査請求に関する手続）

第１６条 開示等決定又は開示等決定に係る不作為について、行政不

服審査法（平成２６年法律第６８号。以下「行審法」という。）に

基づく審査請求があったときは、当該審査請求に対する裁決をすべ

き審査庁は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、野田市情

報公開・個人情報保護審査会に諮問しなければならない。

(1) 審査請求が不適法であり、却下する場合

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る行政

文書の全部を開示することとする場合（第１３条第１項又は第２

項の規定により当該行政文書の開示について反対の意思を表示

した意見が表明されている場合を除く。）

２ 前項の規定による諮問は、次の各号に掲げる審査庁の区分に応

じ、当該各号に掲げる書類を添付してしなければならない。

(1) 市長及び議会並びに土地開発公社 行審法第４２条第２項の

規定により審理員から提出された審理員意見書及び事件記録の

写し

(2) 教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農業

委員会及び固定資産評価審査委員会 行審法第９条第３項にお

いて読み替えて適用する行審法第２９条第２項の弁明書

３ 第１項の規定により諮問をした審査庁は、当該諮問に対する答申

を受けたときは、これを尊重して、遅滞なく、当該審査請求に対す

る裁決をしなければならない。

(不服申立てに関する手続)

第１６条 開示等決定に対して行政不服審査法（昭和３７年法律第１

６０号）に基づく不服申立てがあった場合は、次の各号に掲げると

きを除き、当該不服申立てに係る処分庁又は審査庁は、野田市情報

公開・個人情報保護審査会に諮問して、当該不服申立てに対する決

定又は裁決をしなければならない。

(1) 不服申立てが不適法であり、却下するとき

(2) 請求拒否の決定を取り消し、当該行政文書の開示の決定をす

るとき（当該行政文書に第三者に関する情報が記録されていると

きを除く。）

【摘要】 【趣旨】
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○ 裁決をすべき審査庁は、処分をした実施機関に応じて次のとおり。

実施機関 裁決をすべき審査庁

市長 市長

教育委員会 教育委員会

選挙管理委員会 選挙管理委員会

監査委員 監査委員

公平委員会 公平委員会

農業委員会 農業委員会

固定資産評価審査委員会 固定資産評価審査委員会

水道事業管理者 ※ 市長

消防長 ※ 市長

議会 議会

野田市土地開発公社 野田市土地開発公社

≪審査請求の流れ≫

○ 情報公開コーナーに直接来庁の場合

開示等の決定に対して不服がある方は、開示の実施の場所である

情報公開コーナーに直接来庁される場合がほとんどであると想定さ

れる。

１ 決定等に対する不服があるとの申出を受ける。

２ 担当課職員を呼び、同席していただいた上で、不服の内容をよく

聴き、決定等の理由を丁寧に説明する。

３ 説明を尽くしても理解を得られない場合は、審査請求の手続を案

内する。

４ 審査請求書を記載していただき、受け付ける。

※ 審査請求人が控えを必要とする場合は、１階の行政資料コー

ナーに設置のコピー機などで審査請求書の写しを作成していただ

き、希望に応じて受付印を押印する（審査請求書の写しを提供す

るサービスは行わない。）。

○ 審査請求書の受付の際の注意事項

・本人開示請求書等には請求者の押印は不要であるが、審査請求書

には請求者の押印が必要となる。

本条は、実施機関の開示等決定について、不服申立てがあった場合に、

当該不服申立てに対する公正な決定を担保するため、不服審査会に諮問

すべきことを定めたものである。

【解釈・運用】

開示請求者は全ての請求拒否（部分開示の場合も含む。）の決定につ

いて、また、行政文書が開示されることによりその権利利益が害される

こととなる第三者は開示の決定について、不服申立てをすることができ

る。なお、処分の執行停止についても、行政不服審査法の定めるところ

によることとなる。

第１号

「不服申立てが不適法である場合」とは、次のような場合をいう。

(1) 必要事項が記入されていないなど、不服申立てが適法でない場合

(2) 不服申立てに係る処分（不開示決定）が存在しない場合

(3) 不服申立者がその資格に欠けるとき

(4) 不服申立期間を正当な理由なく経過したものであるとき（処分の

あったことを知った日の翌日から起算して６０日以内、行政不服審

査法第４５条）

第２号

「請求拒否の決定を取り消し、当該行政文書の開示の決定をするとき

（第三者に関する情報が記録されているときを除く。）」とは、当該不服

申立てに理由があることが明らかであり、当該実施機関が不服審査会に

諮問するまでもなく、取り消すべきと判断した場合をいう。
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・実施機関が水道事業管理者及び消防長の場合は、審査請求書は正

副２通の提出が必要となる。

○ 審査請求人から、担当課職員の同席や決定等の理由の説明を必要

としない旨の申出があった場合は、申出のとおりに審査請求書を受

け付けること。

◎ 不服の内容を聴き、決定等の全部又は一部に誤りがあると思料さ

れる場合は、決定等の内容を総務課と再検証する。再検証の結果、

誤りがあることが判明した場合は、当然、審査請求の手続を待たず

に、速やかに当初の処分を取り消し、適切な処分をすること。

○ 担当課窓口に来庁の場合

１ 決定等に対する不服があるとの申出を受ける。

２ 不服の内容をよく聴き、決定等の理由を丁寧に説明する。

※ 説明に不安があるときは、情報公開コーナーに同行し、総務課

職員とともに説明する。また、状況に応じて、総務課職員を担当

課窓口に呼ぶ。

３ 説明を尽くしても理解を得られない場合は、審査請求の手続を案

内する。

※ 案内に不安があるときは、上記２の※と同様とする。

４ 審査請求書を記載していただき、受け付ける。

※ 受付の際の注意事項等は、上記情報公開コーナーに直接来庁の

場合と同じ。

５ 水道事業管理者及び消防長の事務部局において受け付けた場合

は、正副２通とも総務課に回付する。

○ 郵送により審査請求書が届いた場合

・ 実施機関が市長、水道事業管理者及び消防長の場合

⇒ 審査庁の事務は総務課で行うため、総務課以外に届いた場合

は、総務課に回付すること。

・ 実施機関が水道事業管理者、消防長及び市長以外の場合

⇒ 当該実施機関が審査庁となるため、開示等の担当課において
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受け付ける。

ただし、審査庁の事務は、開示等の担当課以外の課において

行うこととし、その都度担当部長が調整すること。

審査請求書は、審査庁の事務を行う課に回付する。

◎ 審査請求書を読み、決定等の全部又は一部に誤りがあると思料さ

れる場合は、決定等の内容を総務課と再検証する。再検証の結果、

誤りがあることが判明した場合は、当然、審査請求の手続を待たず

に、速やかに当初の処分を取り消し、適切な処分をすること。

≪審査庁の審理手続の流れ ～審査会への諮問まで～≫

１ 審査請求書に不備がないか審査する。

※ 不備がある場合は、補正を求める。

※ 審査請求をすることができる期間（原則は処分があったことを

知った日の翌日から起算して３か月以内）を経過した後の審査請

求であり、経過したことに正当な理由がないことが明白である場

合や期限を定めて補正を求めても補正がなされない場合など、審

査請求が不適法であって補正できないことが明らかであるとき

は、審理手続を経ないで、当該審査請求を却下する。

２ [市長及び議会並びに土地開発公社が審査庁の場合]

① 審査請求の内容を全て認めるとの判断となった場合は、認容の

裁決をする。

審査請求の内容の一部でも認められない部分があるとの判断

となった場合は、審理員を指名する。

※ 審理員の指名は、原則として審査請求書の受理から１５日以

内に行うこと。

※ 審理員は、非常勤特別職として委嘱している弁護士２名のう

ちの１名とすることを原則とする。

※ 非常勤特別職として委嘱する弁護士は、訴訟代理人や顧問弁

護士と関係のない弁護士とすること。

② 下記≪審理員による審理手続の流れ≫を経て、審理員から審理

員意見書の提出を受ける。
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③ 審理員意見書の内容を審査する。

⇒ 審理員意見書が審査請求人の主張を全て認めるべきである

との結論である場合は、原則として審査請求を認容する裁決を

行う。

⇒ 審査請求の内容を全て認容できない場合は、野田市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問する。

下記≪野田市情報公開・個人情報保護審査会による審理手続

の流れ≫に進む。

※ 審理員意見書の内容と異なる裁決をしようとするときは、諮

問の際にその理由を示す必要がある。

[市長及び議会並びに土地開発公社以外が審査庁の場合]

① 審査請求の内容を全て認めるとの判断となった場合は、認容の

裁決をする。

② 上記①以外の場合は、審査請求を認めることができない理由を

記載した弁明書を作成し、野田市情報公開・個人情報保護審査会

に諮問する。

あわせて、審査請求人に対し、諮問をした旨の通知をする（弁

明書の写しを同封する。）。

下記≪野田市情報公開・個人情報保護審査会による審理手続の

流れ≫に進む。

※ 諮問は、審査請求書の受理から３０日以内に行うことを原則と

する。

※ 審査請求人は、弁明書に対して、反論書や証拠資料等の提出や

口頭による意見の陳述の申出をすることができるが、これは、審

査請求人の希望に応じて、審査会に対して行うことも、実施機関

（審査庁）に対して行うこともできる。

≪審理員による審理手続の流れ≫

１ 開示等の担当課に期限を定めて弁明書の提出を求める。

２ 弁明書を審査請求人に送付する。

３ 審査請求人に、意見書の提出や意見の陳述をすることができる旨
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を通知し、期限を定めて意見書の提出や意見陳述申出書の提出を受

け付ける。

４ 担当課や審査請求人に質問するなど、必要な審理を行う。

５ 必要な審理を終えたときは、審理手続を終結し、審査庁に審理員

意見書を提出する予定時期を審査請求人及び審査庁に通知する。

６ 審理員意見書を作成し、審査庁に提出する。

※ 審理員意見書は、行政不服審査法に基づき審査庁にのみ送付す

る。審査請求人は、審査庁からの請求の全てを認める裁決、又は

野田市情報公開・個人情報保護審査会への諮問をした旨の通知に

より審理員意見書の内容を知ることができる。

≪野田市情報公開・個人情報保護審査会による審理手続の流れ≫

１ 審査請求人に、意見書の提出や意見の陳述をすることができる旨

を通知し、期限を定めて意見書の提出や意見陳述申出書の提出を受

け付ける。

２ 担当課や審査請求人に質問をするなどの必要な調査を行う。

３ 答申書を作成し、審査庁に答申する。また、答申書の写しを審査

請求人に送付する。

≪審査庁の審理手続の流れ ～答申を受けてから裁決まで～≫

○ 審査庁は、審査会から答申を受けたときは、これを尊重して、原

則として３０日以内に裁決を行う。

◎ 第三者意見照会をし、当該第三者の意見とは異なる決定をした場合

の審査請求の場合の手続は、上記と異なる部分があるため、事例が生じ

た場合は、総務課に確認すること。

（情報公開の総合的な推進）

第１７条 市長は、この条例に定める行政文書の開示のほか、情報通

信技術の活用による情報の提供その他の情報公開に関する施策の

充実を図り、市民に対する情報公開の総合的な推進に努めるものと

する。

（情報公開の総合的な推進）

第１９条 市長は、この条例に定める行政文書の開示のほか、情報の

提供その他の情報公開に関する施策の充実を図り、市民に対する情

報公開の総合的な推進に努めるものとする。

【摘要】 【趣旨】
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行政文書の開示の請求を待たずして、市民に役立つ情報や市の施策や

事業に係る情報を市報やホームページ等を通じて迅速かつ分かりやすく

発信するなど、情報の提供の充実に努めること。

また、情報の提供は、情報の受け手にも配慮し、情報通信技術の活用

など、情報化の進展に対応するよう努めること。

本条は、情報公開の一環として行政文書の開示と合わせて、市民に必

要な情報提供を積極的に行う旨の努力義務を定めたものである。

したがって、従来から行われている市民への情報提供は、行政文書の

開示の実施により制限されてはならず、今後、一層充実して実施してい

くとともに、行政文書の開示と情報提供が総合的に展開されることに

よって、市民と市との情報の共有化を一層図らなければないないもので

ある。

【解釈・運用】

１ 「情報提供」とは、市民からの行政文書の開示請求を待つまでもな

く、実施機関が自主的、積極的な意思で、その保有する情報を市民に

提供することをいう。具体的には、各種広報紙誌の発行、行政資料の

配布、担当課での説明等をいう。

２ 行政文書の開示と情報の提供とは、市の保有する情報の伝達につい

て、それぞれ機能を分担しながら相互に補完しあうものであり、両者

相まって実施機関と市民の間の情報の流れを円滑にすることから、行

政文書の開示のみでなく、情報提供施策を一層充実させることが必要

である。

（市長の調整及び運用状況の公表）

第１８条 市長は、この条例の円滑な運用を確保するため、総合的な

案内窓口の整備、資料の提供その他開示請求をしようとする者の利

便を考慮した適切な処置を講ずるものとする。

２ 市長は、必要があると認めるときは、市長以外の実施機関に対し、

情報公開について、報告を求め、又は指導若しくは助言をすること

ができる。

３ 市長は、この条例の運用状況に関し、毎年度公表するものとする。

(利便の提供・運用状況の公表)

第１８条 市長は、この条例の円滑な運用を確保するため、総合的な

案内窓口の整備、資料の提供その他開示請求をしようとする者の利

便を考慮した適切な処置を講ずるものとする。

２ 市長は、この条例の運用状況に関し、毎年度公表するものとする。

【摘要】

第１項

総合的な案内窓口として、総務課内に情報公開コーナーを設置してい

る。

第２項

市長部局の総務課を軸として、本市の情報公開制度の統一的な運用を

図るものとする。

【趣旨】

本条例の施行後の運用状況に照らし、必要な運用上又は法制上の改善

措置が適時に講ぜられるようにするためには、市長が情報公開条例の運

用状況を的確に把握し、これを公表することが効果的である。そこで、

市長は、各実施機関の実施状況をとりまとめ、一般に公表することを義

務付けたものである。

【解釈・運用】
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情報公開の取扱いに疑義が生じた場合は、総務課に相談すること。

第３項

総務課は、毎年５月末までに前年度の開示請求の状況及び開示請求に

係る不服申立ての状況を取りまとめ、６月末までに野田市報及び野田市

のホームページへの掲載の方法により公表すること。

１ 公表する事項は、行政文書の開示請求の件数、開示及び不開示の決

定件数、異議申立ての件数等である。

２ 公表は、市報及びホームページへ掲載する方法で行う。

（出資法人等の情報公開）

第１９条 市が出資その他財政支出等を行う法人であって、市長が定

めるもの（次項において「出資法人等」という。）は、この条例の

趣旨にのっとり、情報公開を行うために必要な措置を講じなければ

ならない。

２ 実施機関は、出資法人等の情報公開が推進されるよう、必要な措

置を講じなければならない。

（出資法人等の情報公開）

第２０条 市が出資その他財政支出等を行う法人であって、市長が定

めるもの（次項において「出資法人等」という。）は、この条例の

趣旨にのっとり、情報公開を行うために必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。

２ 実施機関は、出資法人等の情報公開が推進されるよう、必要な措

置を講ずるものとする。

【摘要】

市と密接な関係を有する出資法人等については、情報公開を行うため

に必要な措置を講ずることを義務付けるものである。

以前は、必要な措置を講ずることは努力義務であったが、現行では、

講ずる義務を課しているため、所管課においては、出資法人等が義務を

履行するよう適切に指導及び監督すること。

○ 出資法人等

・野田業務サービス株式会社

・株式会社野田自然共生ファーム

・一般財団法人野田市開発協会

・公益社団法人野田市シルバー人材センター

・社会福祉法人野田市社会福祉協議会

【趣旨】

この条例の規定による情報公開を行うための措置は、市の出資法人等

に対して直接適用されるものではないため、本条では、市と密接な関係

を有する出資法人等について、市の施設に準じて必要な個人情報の保護

措置を講ずるよう努めなければならない旨を定めたものである。

(1) 市長が定めた出資法人等に対して、情報公開を行うための制度や

規程の整備などについて努力義務を定めたものである。

(2) 「この条例の趣旨にのっとり」とは、情報公開に関する市の施策

を基準として、これに則して行うことを意味している。

(3) 「情報公開を行うために必要な措置」とは、情報公開に関する規

程の作成とその整備、職員に対する啓発や研修の実施等をいう。

【解釈】

実施機関は、前項の出資法人等に対して、情報公開を推進できるよう、

必要な指導、指示を行うものとする。

出資法人等

野田業務サービス株式会社

株式会社野田自然共生ファーム

一般財団法人野田市開発協会

公益社団法人野田市シルバー人材センター
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社会福祉法人野田市社会福祉協議会

（委任）

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

（委任）

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

【摘要】

本市の情報公開制度の統一的な運用を図るため、市長が開示請求書の

様式等を定めるものである。

【趣旨】

この条例の規定に基づいて、必要となる事項については、市長が定め

ることとしたものである。






